
（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（茨城県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、令和５年度に実施する第 6 回物資流動調査に向けて、令和３年

度の成果をもとに事前調査の実施及び結果の分析を行い、調査実施方針等の検討

を行った。 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：（茨城県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 ２ 報告書目次 

 

1. 調査全体計画 

1.1 業務概要 

1.2 業務項目 

1.3 全体スケジュール 

2. 事前調査の企画・準備 

2.1 事前調査の実施計画の作成 

2.1.1 事業所機能調査の実施方針について 

2.1.2 企業アンケート調査の実施方針について 

2.1.3 事前調査の検討項目 

2.1.4 調査マニュアルの作成 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

2.2.1 調査対象事業所名簿の作成 

2.2.2 配布物の印刷 

2.3 参考資料：事前調査の調査マニュアル 

2.4 参考資料：事前調査の配布物  

3. 事前調査の実施  

3.1 調査票の発送と回収 

3.1.1 実施手順と進捗報告事項  

3.1.2 調査の実施スケジュール  

3.1.3 実施本部の設置 

3.1.4 調査の実施 

3.2 事前調査結果のとりまとめ  

3.2.1 回収状況 

3.2.2 回答状況 

3.2.3 調査対象からの問い合せ状況 

3.2.4 電話督促・疑義照会の結果 

4. 調査実施方針の検討 

 4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 



  4.1.1 調査の概要 

  4.1.2 調査の実施 

  4.1.3 調査の結果 

 4.2 施策課題に対応した分析手法等の検討 

  4.2.1 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 

  4.2.2 茨城県における調査活用方法の検討 

 4.3 調査実施方法の作成 

  4.3.1 事前調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 

  4.3.2 行政ニーズ調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 

  4.3.3 令和５年度実施調査の実施計画（案） 

5.事務局会議への出席 

 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

【幹  事】構成団体部課長級計１７名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

【会 員】構成団体部局長級計１７名 

事 務 局 

【事務局長】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 

【事務局員】構成団体関係者 



 ４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和５年３月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学大学院 物流情報学研究科 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雑 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 小熊 弘明 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 上原 雄二郎 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和 43 年度より国土

交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、５政令市（横

浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都高速道路株式会社、

東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立行政法人都市再生機構）が

共同して、人の動きを捉える東京都市圏パーソントリップ調査を実施し、昭和 47 年

度から 10 年ごとに物の動きを捉える東京都市圏物資流動調査（以下「物資流動調査」

という。）を実施してきた。 

本調査の目的は、令和５年度に実施する第６回物資流動調査に向けて、令和３年度

の成果をもとに、事前調査の実施及び結果の分析を行い、調査実施方針等を検討す

る。 

 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

 

 

 

 

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の企画・準備 

・事前調査の実施 

・調査実施方針の検討 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 

 

 ３ 調査圏域図 

 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 ４ 調査成果 

 

○事前調査の企画・準備 

令和５年度に実施を予定している次回物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート

調査の実施方法の妥当性、回収率などを把握するために実施する事前調査の実施計画を作成し

た。事前調査の実施方針は以下のとおりである。 

 

＜事業所機能調査＞ 

事業所機能調査は、企業の物流活動の内容にかかる基礎的な情報（施設の特性、発生集中量、

搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することが狙いである。 

    

事業所機能調査の調査目的 

 

＜企業アンケート調査＞ 

物流施設の立地や施設間の物資輸送は、物流の効率化など、企業の戦略に基づき、意思決定 

されている。また、都市計画や交通計画の観点から物流に対する施策立案を行うにあたっては、

物流の主たる担い手は民間企業であるため、企業の意向を知ることが重要である。 

 

企業アンケート調査は、EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物

流 DX、人口減少など、今後想定される社会情勢の変化に対して、企業が物流施設の立地、物資

輸送などの物流活動をどのように変化させる可能性や意向があるかを調査し、物流の将来変化

の方向性を把握することを狙いとする。 

 

〈事前調査の検討項目〉 

以下の３点の検証を行うことを目的に、R5 年度に実施予定の事業所機能調査、企業アンケー

ト調査について、小サンプルでの事前調査を実施した。 

 

工場
広域物流
施設

工場
広域物流
施設

都市内
集配
施設

商業施設

オフィス

住宅東京都市圏内東京都市圏外

本体調査（事業所機能調査）の調査対象

施設の特徴（立地、規
模等）、物流活動の内
容（物流機能等）等

施設の特徴（立地、規
模等）、物流活動の内
容（物流機能等）等

発生集中量、搬出先・
搬入元（OD）等

発生集中量、搬出先・
搬入元（OD）等

発生集中量、搬出先・
搬入元（OD）等

本体調査（事業所機能調査）の調査範囲のイメージ
本体調査（事業所機能調査）で調査している事項
本体調査（事業所機能調査）で調査しているモノの動き



目的 内容 検証方法 

①設問等の有効性

の確認 

変更した設問等について政策課

題に対応した結果が得られるか

を確認 

調査対象者の属性別の回収率、

設問ごとの回答率、回答内容（設

問の意図に沿った回答が得られ

るか）等を確認 

②WEB による調

査実施が調査対

象者の負担に及

ぼす影響の確認 

WEB 調査による調査実施が

WEB による回答率や回収率に

及ぼす影響を確認。※特に、ICT

化への対応が遅れていると思わ

れる中小事業者への影響を確認 

業種別に、中小と大規模な事業

所を比較して、回収率や WEB

回答率に差が生じていないかを

確認 

③調査対象者の効

率的な抽出方法

の検討 

事業所機能調査の本来の調査対

象者は、「物流が発生する事業所

（主に工場や物流施設）」だが、

第５回調査の抽出に用いた経済

センサス名簿は、これを特定す

る情報がなかったため、全事業

所を母集団として無作為抽出を

行い、「物流が発生していない事

業所」にも調査票が配布される

非効率が発生。そのため、調査

対象者の効率的な抽出を検討 

第６回調査で用いる「事業所母

集団データベース」を抽出名簿

として活用し、「物流が発生して

いる事業所」の特定に役立つと

思われる収録情報（例えば、産

業細分類の「自家用倉庫」、製造

業の「出荷額」など）の具体的

な内容を確認して、抽出での利

用可能性をチェック 

事前調査の目的・内容・検証方法 

 

〇事前調査の実施 

事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。その結果、回収率は

20.0%（16 件）、WEB 回収割合は 62.5%（=10 件／16 件）、発送戻りは 7.5%（6 件）、調査拒否が

2.5%（2 件）であった。 

 

回収率 

運輸業 22.5% 

荷主 20.0% 

合計 20.0% 

回収数 

運輸業・WEB 5 

荷主・WEB 5 

運輸業・郵送 3 

荷主・郵送 3 

合計 16 

WEB 回収割合 62.5% 

回収状況 

 

 



 

発送戻り件数・調査拒否件数 

 

 

■75～100% ■50～75% ■25～50% ■0～25% ■0% 

記入率（企業アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一発送
物発送数

第二発送
物発送数

第三発送
物発送数

移転
宛先に尋
ね当たら
ず

差出人戻
し

合計

1 運輸業 40        36        37        3         3         7.5% -         0.0%
2 荷主 40        36        35        3         3         7.5% 2         5.0%

80        72        72        6         6         7.5% 2         2.5%

業種

発送戻り件数
発送戻り
割合
（％）

発送事業所数 拒否・差
止
割合
（％）

合計

拒否・差
止

運輸業 荷主

Ⅰ 問1 業種 100% 100%

従業員数 100% 100%

貨物取扱事業所の有無 100% 100%

Ⅱ 問1 重要と考える物流の取組 48% 20%

Ⅲ 問1 物流施設の立地有無 48% 20%

施設の立地場所 14% 20%

問2 新設・移転・廃止の意向や予定 45% 20%

新設・移転意向 14% 20%

施設数の意向 14% 0%

新設・移転先場所候補 7% 0%

選定で重視する条件 17% 0%

問3 建替・更新の意向や予定 45% 20%

建替・更新先場所候補 2% 0%

建替・更新の内容 7% 0%

建替・更新の重要項目 5% 0%

Ⅳ 問1 輸配送の現在の実施状況 45% 20%

輸配送の今後の取組・拡充 43% 20%

輸配送の問題項目 48% 20%

問2 防災の現在の実施状況 43% 20%

防災の今後の取組・拡充 43% 20%



〇調査実施方針の検討 

過年度に整理した都市交通分野における物流の施策課題への物資流動調査での対応を検討する

ため、施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析の案を作成した。 

 
第６回東京都市圏物資流動調査で考慮するべき政策課題 

（過年度に整理した課題を踏まえて再整理したもの） 

 

〈東京都市圏全体での調査活用方法の検討〉 

東京都市圏全体では、行政ニーズ調査の結果を踏まえ、第６回東京都市圏物資流動調査のデー

タ活用の可能性のある政策を以下のとおり挙げた上で、各政策の検討に有効と思われる指標・デ

ータ、それらの指標・データを把握するための調査の内容を下図のとおり整理した。 

 

第６回東京都市圏物資流動調査のデータ活用の可能性のある政策、各政策の検討に有効と思わ

れる指標・データ 

広
域
物
流

地
区
物
流

●物流拠点

●物流ネットワーク

i. 物流施設立地需要への対応

ii. 老朽化した物流施設の建替・機能更新

iii. 物流施設立地と周辺都市環境とのバランスの確保

i. 物資輸送の効率化・適正化やボトルネック解消を実現するネッワークの構築

ii. 住宅地における貨物車の通過交通への対応 ※

●中心市街地、住宅

i. 中心市街地における新たなまちづくりに対応した地区物流への対応

ii. 宅配ニーズの拡大・多様化による住宅への配送課題への対応

iii. 人口減少地域における輸配送サービスの低下への対応

※ 「●物流ネットワーク」の「ii.住宅地における貨物車の通過交通への対応」は、広域物流、地区物流のいずれかに明確に分類することは
難しいため、双方の問題として取り扱う

⑥・⑦中心市街地・住宅地の特定の地区におけ
る荷さばき・駐停車、横持ち搬送、人の交
通との錯綜状況

⑥商業施設の貨物車発集量・原単位
⑦個人の宅配受取・再配達発生状況

政策課題

①産業団地開発・企業誘致

②物流拠点の共同建替・機能更新の支援施
策

➂物流拠点の周辺道路における渋滞対策・
交通対策の検討

➂大規模な物流拠点の開発等の検討

①物流施設立地需要への対応

②老朽化した物流施設の建替・機能更
新

➂物流施設立地と周辺都市環境との
バランスの確保

➃物資輸送の効率化・適正化やボトル
ネック解消を実現するネッワークの
構築

⑤住宅地における貨物車の通過交通
への対応

⑥中心市街地における新たなまちづく
りに対応した地区物流への対応

⑦宅配ニーズの拡大・多様化による住
宅への配送課題への対応

⑧人口減少地域における輸配送サー
ビスの低下への対応

＜物流拠点（主な施設：物流施設、工場等）＞

＜物流ネットワーク（主な施設：幹線道路等）＞

＜中心市街地・住宅＞

広
域
物
流

地
区
物
流

政策検討に有効と思われる指標・データデータ活用の可能性のある主な政策等

➃・⑤幹線道路等の貨物車交通のニーズ把
握、道路整備のストック効果の検討

➃港湾整備、モーダルシフト、ポートセールス
➃航空貨物に関する特徴把握
➃物流DXの検討

⑥まちづくりの再構築が行われるエリア、ター
ミナル駅周辺地区における荷さばき・駐停
車対策

⑥荷さばき駐車場の附置義務制度の検討
⑦宅配ボックス設置に関する施策の検討

①地域ごとの物流拠点の立地ニーズ（立地ポテ
ンシャル等）

①物流拠点の新設・移転意向、希望の立地場所
②物流拠点の保有物流機能
②物流拠点の老朽化の度合い
②物流拠点の建替・機能更新の意向
①・➂物流拠点の貨物車発集量・原単位

➃品目ごとの物資輸送OD
➃ODごとの利用中継施設（港湾・空港）、利用輸
送機関

➃モーダルシフト、共同輸配送、輸送時間の平
準化など輸配送の取組意向

➃貨物車の輸送経路
➃品目・ODごとの貨物車の積載率
➃・⑤貨物車の住宅地の流入状況

※行政ニーズ調査で調査した政策等から整理



〈茨城県における調査活用方法の検討〉 

茨城県においては、行政ニーズ調査の結果を踏まえ、東京都市圏全体で挙げた調査活用方法の

中で、工業団地整備や企業誘致に関連した政策検討への活用可能性と、茨城港のポートセールス

の検討への活用可能性を検討した。政策検討に有効に活用するためには、従来の物資流動調査の

方法では十分に対応できないところもある。そのため、政策検討への活用を想定し、第６回東京都

市圏物資流動調査の実施に向けた調査方法・調査内容の方向性の提案を行った。 

 

物資流動調査の活用可能性：工業団地整備や企業誘致 

■データ活用が想定される政策

項目 内容

名称 茨城県内の工業団地の新規整備・開発の検討や企業誘致

部署 茨城県

場所 茨城県内

目的・
概要・
背景

•製造業（メーカー）や物流事業者などの企業の茨城県内への立地
ニーズの把握と、立地ニーズに基づく工業団地の新規整備・開発
の検討

•茨城県内の既存の工業団地への企業誘致のターゲット企業の絞
り込み、ターゲット企業に提示する茨城県内の既存工業団地の立
地メリットの検討

■データ活用イメージ
項目 内容

分析・活用
イメージ

○製造業（メーカー）や物流事業者などの企業の茨城県内への立地ニーズ
の把握と、立地ニーズに基づく工業団地の新規整備・開発の検討

○茨城県内の既存の工業団地への企業誘致のターゲット企業の絞り込み、
ターゲット企業に提示する茨城県内の既存工業団地の立地メリットの検討

使用
データ

本体調査（事業所機能調査）
※工場・物流施設の立地場所、立地件数、施設規模、従業者数、業種、立地理由、
建設年次、建物構造、工場・物流施設の立地ポテンシャル、工場・物流施設の搬
出入物資の品目、輸送OＤ 等

企業アンケート調査
※企業の立地意向、立地条件 等

貨物車走行実態調査
※貨物車の輸送ルート、輸送ルート上の混雑状況 等

要望 ・物流施設に関するデータだけでなく工場など様々な施設種類のデータがあるとよい
・業種区分が細分化されたデータ ※たとえば、製造業を機械系製造業、化学系製
造業などに細分化された業種区分とするなど。
・基礎自治体（市町村）のデータ利用も想定されるため、市町村別など細かな地域別
のデータの充実化
・企業は動きが早いので最新のデータを行政職員が簡単に利用できるとよい
・東京都市圏物資流動調査データを他の地理的情報（ハザードマップ、用途地域、国
勢調査のメッシュデータ等）と重ね合わせて分析が可能となるようなデータの整理。

▼分析・活用イメージ

• 事業所機能調査のデータを用いて、工場・物流施設について、どのような施設がどのような条
件を満たす土地・場所に立地しやすいかを明らかにし、工場・物流施設等の企業誘致にあたっ
ての適地の選定や、立地場所や土地が満たすべき要件等を整理。茨城県内のどこに工場・物
流施設などの立地ニーズがあるかを分析し、立地誘導を図るエリアの妥当性を検討

• 工場・物流施設の立地ニーズが高いエリアが、「開発を抑制するべき市街化調整区域、農政
部署との調整が必要となる農業振興地域に該当しないか」、「民家等があり住工混在の発生
が懸念されないか」、「浸水被害や土砂崩れなど災害危険地域に該当しないか」、「埋蔵文化
財の包蔵地に該当しないか」等を確認し、土地利用の調整や他部署との調整が必要にならな
いか、あるいは、そもそも企業誘致を回避するべきエリアに該当しないかを確認

＜市街化調整区域･非線引き白地地域
での立地ポテンシャル＞

出典：第５回東京都市圏物資流動調査 本体調査（事業所機能調査）のデータより整理

【製造業（メーカー）や物流事業者などの企業の茨城県内への立地ニーズ
の把握と、立地ニーズに基づく工業団地の新規整備・開発の検討】

【茨城県内の既存の工業団地への企業誘致のターゲット企業の絞り込み、ターゲット企業
に提示する茨城県内の既存工業団地の立地メリットの検討】

• 事業所機能調査のデータを用いて、茨城県外で北関東道沿線、常磐道沿線等の地域に物資を搬出入してい
る工場・物流施設の集積場所、業種、取扱品目を特定（ターゲット企業を絞り込み）

• ターゲット企業の搬出入物資の総輸送距離（輸送トンキロ、台キロ）等を分析。ターゲット企業が茨城県内の
既存工業団地に立地する場合に見込まれる輸送距離の削減効果（≒茨城県内の工業団地に立地することに
よるメリット）を検討

• 企業が現在使用している工場・物流施設の建築年次、建物構造等の特徴を分析し、老朽化が進んだ施設を
使用している（≒移転の可能性がある）企業がどこにどの程度存在しているかを確認

• 貨物車走行実態調査の貨物車の輸送ルート、輸送ルート上の走行速度等のデータを用いて、茨城県内の工
業団地から搬出入先地域まで物資を輸送するのに利用すると想定される道路を分析。当該道路の混雑状況
等（既存工業団地の立地メリットとしてターゲット企業への提示を想定）を整理

＜東京都市圏内の物流施設の立地
ポテンシャル＞



 

物資流動調査の活用可能性：茨城港のポートセールスの検討 

 

■データ活用が想定される政策

項目 内容

名称 茨城港・鹿島港のポートセールス

部署 ―

場所 茨城県内

目的・
概要・
背景

茨城港・鹿島港のポートセールスのため、茨城港・鹿島港の
利用可能性が見込まれる物資輸送を行っているターゲット企
業の絞り込み

■データ活用イメージ
項目 内容

分析・
活用イ
メージ

○茨城港・鹿島港のポートセールスのため、茨城港の利用可能性が見
込まれる物資輸送を行っているターゲット企業の絞り込み、ターゲット
企業に提示する茨城港・鹿島港の利用メリットの検討

使用
データ

本体調査（事業所機能調査）
※事業所機能調査：工場・物流施設の立地場所、立地件数、業種、
工場・物流施設の搬出入物資の品目、輸送ОＤ 等

企業アンケート調査
※企業のモーダルシフトの意向、取組意向 等

要望 ・茨城港・鹿島港の臨港地区を区別した地域区分でデータ集計ができるとよい
・常磐道・北関東道等の高速道路IC周辺の工場・物流施設が茨城港・鹿島港を
利用しているため、主要な高速道路IC周辺も区別した地域区分でデータ集計
ができるとよい
・業種区分・品目区分が細分化されたデータ ※たとえば、製造業を機械系製
造業、化学系製造業などに細分化された業種区分とするなど

▼分析・活用イメージ
•事業所機能調査の工場・物流施設の立地場所・業種や物資輸送のОＤ・品
目のデータを用いて、茨城港・鹿島港の貨物を取り扱っていると考えられる工
場・物流施設の立地場所がどこか（茨城港・鹿島港の国内後背圏がどこか）
等を分析

•事業所機能調査の工場・物流施設の立地場所、業種、取扱品目、物資輸送
ОＤデータを用いて、茨城港・鹿島港の利用に転換することにより、輸送距離
の短縮が可能な物資輸送を行っている企業がどの地域に多く立地し、どのよ
うな業種なのかを分析。事業所機能調査の物資の搬出入時間帯のデータを
用いて、茨城港・鹿島港の利用に転換することにより、混雑を回避し、輸送時
間の短縮が可能な物資輸送を行っている企業の立地場所・業種等を分析。
茨城港・鹿島港の利用メリットがあると考えられるターゲット企業の絞り込み
を実施

•企業アンケート調査の今後の輸配送に関する企業意向の調査結果を用いて、
モーダルシフトの意向を持つ企業の業種・規模などターゲットの検討や、モー
ダルシフトを指向する理由（労働力不足、環境問題への対応etc）を分析する
ことが可能 出典：第５回東京都市圏物資流動調査

企業アンケート調査のデータより整理
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ク 鉄道や船舶等の貨物車以外の輸送手段の利用を増やし、貨物車を削減する

既に実施 予定・検討中 実施・検討なし

＜企業の業種・規模別のモーダルシフトの取組状況・意向＞



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（埼玉県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （埼玉県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

 １．調査全体計画 

  １．１ 業務概要 

  １．２ 実施方針 

  １．３ 全体スケジュール 

 ２．事前調査の企画・準備 

  ２．１ 事前調査の実施計画書の作成 

   ２．１．１ 事業所機能調査の実施方針について 

   ２．１．２ 企業アンケート調査の実施方針について 

   ２．１．３ 事前調査の検証項目 

   ２．１．４ 調査マニュアルの作成 

  ２．２ 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

   ２．２．１ 調査対象事業所名簿の作成 

   ２．２．２ 配布物の印刷 

 ３．事前調査の実施 

  ３．１ 調査票の発送と回収 

   ３．１．１ 実施手順と進捗報告事項 

   ３．１．２ 調査実施スケジュール 

   ３．１．３ 実施本部の設置 

   ３．１．４ 調査の実施 

  ３．２ 事前調査結果のとりまとめ 

   ３．２．１ 回収状況 

   ３．２．２ 回答状況 

   ３．２．３ 調査対象からの問合せ状況 

   ３．２．４ 電話督促・疑義照会の結果 

 ４．調査実施方針の検討 

  ４．１ 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

   ４．１．１ 調査の概要 

   ４．１．２ 調査の実施 



   ４．１．３ 調査の結果 

  ４．２ 施策課題に対応した分析手法等の検討 

   ４．２．１ 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 

   ４．２．２ 埼玉県における調査活用方法の検討 

  ４．３ 調査実施方法の作成 

   ４．３．１ 事前調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 

   ４．３．２ 行政ニーズ調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた 

     課題 

   ４．３．３ 令和５年度実施調査の実施計画（案） 

 ５．事務局会議への出席 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

事 務 局 

【事 務 局 長 】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では、国土交通省及

び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、５政令市（横浜

市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都高速道路株式会

社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立行政法人都市再

生機構）が共同して、「物」の流れを捉える物資流動調査を実施している。 

 本業務は、第６回物資流動調査の本体調査及び補完調査の実施に向けて、調

査内容・調査方法の妥当性を確認するための事前調査を行うことを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

事前調査結果のとりまとめ 

物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート調査の実施方法について検討するため、

調査票の回収状況、回答状況、調査対象からの問い合せ状況、電話督促・疑義照会の確認結果を整

理した。 

回収状況 

事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。その結果、回収率は

25.0%（20 件）、WEB 回収割合は 50.0%%（=10 件／20 件）、発送戻りは 7.5%（6 件）、調査拒否

が 1.3%（1 件）であった。 

 

回収率 
運輸業 27.5% 
荷主 22.5% 
合計 25.0% 

回収数 

運輸業・WEB 5 
荷主・WEB 5 
運輸業・郵送 6 
荷主・郵送 4 
合計 20 

WEB 回収割合 50.0% 

 

 

図 4-1 日別の回収状況（回収数・回収率） 

 

表 4-1 発送戻り件数・調査拒否件数 

 

  

第一発送
物発送数

第二発送
物発送数

第三発送
物発送数

移転
宛先に尋ね

当たらず
差出人戻し 合計

1 運輸業 40          35          37          2           2           5.0% 1           2.5%

2 荷主 40          35          36          4           4           10.0% -           0.0%
80          70          73          6           6           7.5% 1           1.3%

業種

発送戻り件数
発送戻り

割合
（％）

発送事業所数
拒否・差止

割合
（％）

合計

拒否・差止



 

設問等の有効性の確認 

本年度に実施した事前調査で新規に追加した『個人宅向け貨物の有無』、『搬出・搬入の時間帯』、 

『主要な施設の階層数・使用している階層数』、 『高速道路の利用の有無』の回答率を確認したと

ころ、回答方法が分かりにくいという課題と判断不能となる回答が多数存在するという課題が見

られたため、設問文・回答の手引きの説明や回答方法を修正することを検討する必要がある。 

 

表 4-2 設問等の有効性の確認 

新規の 
調査項目 

各項目の回答率 
対応方針 

運輸業 荷主 

個人宅向け

貨物の有無 
98% 100% 

問題なく回答がなされているため、

修正は実施しない 

搬出・搬入の

時間帯 
51%(搬出) 
57%(搬入) 

60%(搬出) 
54%(搬入) 

回答率が低く、回答方法が分かりに

くいという課題があるため、設問文・

回答の手引きを修正することを検討 
主要な施設

の階層数 
88% 97% 

問題なく回答がなされているため、

修正は実施しない 

使用してい

る階層数 
84% 94% 

自由回答記述としてしまったため、

使用している階層数を回答したの

か、使用している階層を回答したの

か判断不能となる回答が多数存在す

るという課題があるため、回答方法

を修正することを検討 

高速道路の

利用の有無 

47%(搬出) 
45%(搬入) 

44%(経由しな

い) 

52%(搬出) 
32%(搬入) 

回答率が低く、回答方法が分かりに

くいという課題があるため、設問文・

回答の手引きを修正することを検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和５年度実施調査の実施計画（案） 

(1)  事業所機能調査 

1)  調査のねらい 

本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報（施設の特性、発

生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することを目的とする。 

 

2)  調査対象 

調査対象地域は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の４都県の全域、および、茨城県の一部

地域とする。 

調査対象業種は以下に示すとおりとする。 

 

表 4-3 調査対象業種 

区分 調査対象業種 

運輸業 
道路貨物運送業（※1）、倉庫業（※1）、水運業、航空運輸業、倉庫業、

運輸に附帯するサービス業、郵便業 

荷主 

製造業（化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、

軽雑系製造業）、卸売業（原材料系卸売業、製品系卸売業）（※2）、小売

業（※3）、飲食店（※4）、サービス業（※4） 
※1：道路貨物運送業、倉庫業についてはすべての事業所を母集団として抽出。これら以外の業種については従業

員規模５人以上の事業所のみを母集団として抽出。 

※2：卸売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「貨物車発生台数」を精度確保するよう抽出数を設定すること

を検討。 

※3：小売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を

設定することを検討。 

※4：飲食店、サービス業は「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を設定することを検討。 

 

  



3)  調査対象事業所の選定方法 

 調査対象事業所の選定方法（小売業・飲食店・サービス業を除く） 

調査対象事業所については、「事業所母集団データベース」に含まれる調査対象地域・調査対象

業種の事業所を母集団として、標本抽出により調査を行う。 

標本抽出にあたっては、調査精度検定式を用いてカテゴリ毎に精度検定を行い、精度を確保す

るために必要な調査対象事業所数を算定することを基本とする。 

 

●調査精度の精度式 

1)/)1(())/(( 22 


SNkxF

N
n

 
n：  サンプル数 
N：  母数（総事業所数） ※１ 
x：  １事業所当り平均貨物車発生台数 ※２ 
S：  １事業所当りの貨物車発生台数の標準偏差 ※３ 
F：  相対誤差率（20％：0.20） 
k：  信頼係数（信頼区間 95％：1.96） 
 
※１：母数（総事業所数）：各カテゴリ毎の事業所数（事業所母集団データベース） 
※２：1 事業所当り平均貨物車発生台数 ：第５回東京都市圏物資流動調査結果の集計値を使用 
※３：1 事業所当り発生物流量の標準偏差：        〃 
 

表 4-4 抽出カテゴリ 

16 地域 東京区部臨海※、東京区部内陸、東京多摩部、横浜市、川崎市、相模原市、

神奈川、さいたま市、埼玉南部、埼玉北部、千葉市、千葉西北部、千葉西

南部、千葉東部、茨城南部、茨城中部 

13 業種 化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、軽雑系製

造業 、原材料系卸売業、製品系卸売業、道路貨物運送業、水運業、航空運

輸業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業、郵便業 

※東京区部臨海：中央区、港区、江東区、品川区、大田区、江戸川区 

  



 小売業・飲食店・サービス業の調査対象の選定方法 

小売業、飲食店、サービス業については、「搬出入あり」と回答されるサンプルの割合が低く、

本来捉えたい物流関連施設の実態を取るのに効率が悪いため、限られた調査費用の中で効率よく

調査するべく、確保すべき統計精度の水準を緩和しつつも必要な精度を担保するように（例えば、

「事業所からの貨物車発生台数」ではなく「事業所からの搬出有無の割合」の精度を確保するな

ど）必要サンプル数を設計することを検討する。 

小売業については、事業所母集団データベースより、物流を担っている自家用倉庫が判別可能

なため、自家用倉庫については抽出率を高めに設定することを検討する。 

 

 特定エリアの抽出率向上 

行政ニーズ調査から、流通業務団地、工業団地、港湾周辺、空港周辺、高速道路 IC 周辺に立地

する事業所、大規模施設に入居する事業所については、その特性を把握したいというニーズがあ

ると考えられるため、これらの地域では抽出率を高めに設定する（小売、飲食、サービス業は除

く）ことを検討する。 

 

特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 

図 4-2 特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 

 回収率の想定 

R4 年度の事前調査では回収率が東京都市圏平均で 20%強の水準であったが、R5 年度の本調査

では、広報や業界団体への周知依頼等の回収率向上施策に取り組み、それよりも高い回収率を達

成することを目指し、それを前提に調査設計を行う。 

  

・母数100事業所
・精度確保するために必要な配布数10票

・母数100事業所
・配布数10票+上乗せ4票＝14票



4)  調査方法 

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 

 

 

図 4-3 調査方法 

  

① 調査への協力依頼

調査物件等の準備
※印刷・封入（全調査対象事業所分）
※依頼文、調査票、回答方法の説明

調査依頼状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

② 調査協力への御礼・督促

お礼状兼督促状の準備
※はがき印刷（全調査対象事業所分）
※御礼および督促

お礼状兼督促状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

紙の調査票への回答の記入・
送信

１ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

③

電
話
応
対

④W
E
B

で
の
問
い
合
わ
せ
対
応

電話・WEBによる
問い合わせ

紙の調査票への回答の記入・
送信

２ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

【調査主体・受託者・調査実施本部】 【被調査者（調査対象事業所）】

⑤ データ化

紙の調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング
・パンチング

WEB調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング



5)  調査項目 

事前調査での調査項目をベースとして、物流施設の特性、物流発集量、物流 OD を把握するた

めの調査項目で調査を実施する。 

 

表 4-5 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

物
流
施
設
の
特
性 

事業所 

の概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地の状況、敷地面

積、土地の所有形態延床面積、トラック駐車可

能台数、事業所開設年、施設種類（事務所、工

場、倉庫、集配送センター、トラックターミナ

ル等）、事業所の機能(製造、集配送、保管、流

通加工等) 、立地の理由 

施設の立地場所や立地条

件を把握 

施設の従業者、面積等の規

模を把握 

施設の物流機能の内容を

把握 

施設の 

物流特性 

（搬出・搬

入） 

物資の搬出・搬入の有無、代表的な品目、顧客

の特性（不特定多数の荷主用、特定荷主用）、搬

出先・搬入元の箇所数、物資の搬出・搬入圏域 

施設で主に取り扱われる

物資や主な搬出先・搬入元

の特徴を把握 

施設の 

物流特性 

（ 搬 出 の

み） 

個人向け貨物の有無 
宅配を取り扱っている施

設かを把握 

施設の 

構造 

物流施設の建設年、物流施設の構造（鉄筋コン

クリート(RC)造、鉄骨(S)構造等）、施設の階層

数 

施設の老朽化の度合いを

把握 

物
流
発
集
量 

施設の 

搬出・ 

搬入 

物流量 

施設の総物流量・総貨物車台数、利用輸送手段

別の物流量・貨物車台数、車両サイズ別（～

350kg、350kg～2t、2～4t、4～10t、10t～、国

際海上コンテナ）の貨物車台数 

施設から搬出入される物

資や貨物車の数量や特徴

を把握 

物流や 

貨物車の 

特性 

貨物車の平均積載率（重量制約と容量制約別、

自営別、車両サイズ別）、搬出・搬入の時間帯構

成比、着時刻指定の有無・割合 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性を

把握 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・搬

入元等 

搬出先・搬入元の住所（市区町村別）・箇所数・

業種・施設種類、搬出・搬入物資の重量、品目、

輸送手段、中継地点名（鉄道貨物駅、港湾、空

港等）、搬出・搬入の貨物車台数、国際海上コン

テナ利用有無、高速道路利用有無 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性、搬

出先・搬入元別の数量、搬

出先・搬入元の特徴を把握 

 

 

 

 

 

 



(2)  企業アンケート調査 

1)  調査のねらい 

EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、人口減少などの情

勢変化に対して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性があ

るかを把握することを目的とする。 

 

2)  調査対象 

情勢変化を踏まえて今後企業が物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性が

あるかを把握することが、企業アンケート調査の目的であるため、本社機能を有する事業所のみ

に実施する。 

※「本社機能」は、経済センサスの名簿の「本所・支所の別」を活用して「単独事業所」および 

「本社」の事業所を調査対象として設定する。 

 

3)  調査方法 

本社機能を有する事業所に調査票を郵送して調査を実施する。  

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 

  



4)  調査項目 

事前調査での調査項目をベースとして、企業の概要、物流に関して今後重要と考える事項、物流

施設に関する今後の方向性、貨物輸配送に関する取組を把握するための調査項目で調査を実施す

る。 

 

表 4-6 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

企業の概要 企業名、所在地、業種、従業者数、貨物を取り扱う

事業所の有無 

企業の基礎情報を把

握 

物流に関して

今後重要と考

える事項 

今後、重要と考える事項（コスト削減、通販や宅配

の需要増加、防災・減災、物流 DX 環境負荷軽減、労

働力不足や働き方改革、新型コロナウイルス感染拡

大、人口減少・高齢化） 

企業が物流活動を行

う上で重要視してい

ることを把握 

物流施設に関

する今後の方

向性 

物流施設の立地場所 

物流施設の新設、移転もしくは廃止等の今後の方向

性 

物流施設の新設、移転、廃止の意向や予定の有無 

新たな場所への物流施設の配置意向 

関東地方全体での物流施設数の意向 

物流施設の新設・移転先の場所の選定にあたって重

視する条件（物資輸送、周辺環境、行政支援・規制、

その他【被災可能性、再エネの利用しやすさ等】） 

移転を伴わない建替・更新に関する今後の方向性 

物流施設の建替･更新の意向や予定の有無 

建替･更新の意向や予定がある物流施設の立地場所 

物流施設の建替･更新の具体的な内容 

物流施設の建替･更新において重視する項目（スペー

スの拡大、土地の高度利用、建物の耐震化・免震化、

その他【機械化・自動化、就業者支援施設、省エネ・

再エネ設備等】） 

物流施設の建替･更新において問題になる項目 

企業における物流施

設の立地や機能更新

の今後の変化の可能

性を把握 

貨物輸配送に

関する取組 

貨物輸配送に関する取組の実施状況および取組意向 

貨物輸配送に関する取組の有無（車両の大型化、積

載効率の向上、共同輸配送、モーダルシフト、貨客

混載、中継輸送、自動運転車の利用、環境対応車の

利用等） 

貨物輸配送に関する取組を実施する上で問題となる

項目 

貨物輸配送における防災に関する取組の意向 

企業における物資輸

送の今後の変化の可

能性を把握 
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（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（さいたま市）東京都市圏物資流動調査業務 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、 

さいたま市、相模原市、(独)都市再生機構、 

東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、 

首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和 43 年度

より国土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉

県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４

団体（首都高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路

株式会社、独立行政法人都市再生機構）が共同して、人の動きを捉える東

京都市圏パーソントリップ調査を実施し、昭和 47 年度から 10 年ごとに

物の動きを捉える東京都市圏物資流動調査（以下「物資流動調査」という。）

を実施してきた。 

本調査の目的は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前

調査を実施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査

実施方針を検討することを目的とする。 
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（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （さいたま市）東京都市圏物資流動調査業務 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

1. 調査全体計画 ................................................................... 1-1 

 業務概要 .................................................................................... 1-1 

 実施方針 .................................................................................... 1-2 

 全体スケジュール ......................................................................... 1-5 

2. 事前調査の企画・準備 ....................................................... 2-1 

2.1 事前調査の実施計画の作成 ......................................................... 2-1 
 事業所機能調査の実施方針について ...................................................... 2-2 
 企業アンケート調査の実施方針について ............................................... 2-16 
 事前調査の検証項目 ........................................................................... 2-24 
 調査マニュアルの作成 ......................................................................... 2-25 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 ......................... 2-174 
 調査対象事業所名簿の作成 ...............................................................2-174 
 配布物の印刷 ....................................................................................2-183 

3. 事前調査の実施 ................................................................ 3-1 

3.1 調査票の発送と回収 .................................................................... 3-1 
3.1.1 実施手順と進捗報告事項 ...................................................................... 3-2 
3.1.2 調査の実施スケジュール ........................................................................ 3-3 
3.1.3 実施本部の設置 .................................................................................... 3-4 
3.1.4 調査の実施 ........................................................................................... 3-6 

3.2 事前調査結果のとりまとめ .......................................................... 3-14 
3.2.1 回収状況 ............................................................................................ 3-14 
3.2.2 回答状況 ............................................................................................ 3-15 
3.2.3 調査対象からの問合せ状況 ................................................................. 3-20 
3.2.4 電話督促・疑義照会の結果 .................................................................. 3-23 
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4. 調査実施方針の検討 ......................................................... 4-1 

4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 ................................ 4-1 
 調査の概要 ........................................................................................... 4-2 
 調査の実施 ......................................................................................... 4-14 
 調査の結果 ......................................................................................... 4-15 

4.2 施策課題に対応した分析手法等の検討 ....................................... 4-18 
 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 ............................................ 4-19 
 さいたま市における調査活用方法の検討 ............................................... 4-21 

4.3 調査実施方法の作成 ................................................................. 4-24 
 事前調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 ......................... 4-24 
 行政ニーズ調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 ................ 4-32 
 令和５年度実施調査の実施計画（案） ................................................... 4-37 

5. 事務局会議への出席 ......................................................... 5-1 
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                                                  （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 
【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 
【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 
      他１名 

協 議 会 
【会 長】国土交通省関東地方整備局長 
【副会長】東京都都市整備局長 
     他１名 

事 務 局 
【事 務 局 長】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 
【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 
       他１名 
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４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和５年３月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 

早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学

科 
教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 
東京女子大学 現代教養学部 国際社会学

科 
教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学大学院 物流情報学研究科 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雑 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 小熊 弘明 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 髙橋 信博 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 内田 忠宏 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 上原 雄二郎 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 内藤 淳一 
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（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和 43 年度よ

り国土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、

５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都

高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立

行政法人都市再生機構）が共同して、人の動きを捉える東京都市圏パーソント

リップ調査を実施し、昭和 47 年度から 10 年ごとに物の動きを捉える東京都

市圏物資流動調査（以下「物資流動調査」という。）を実施してきた。 

本調査の目的は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査

を実施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針

を検討することを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 
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 ３ 調査圏域図 
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（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

4.1  事前調査結果のとりまとめ 

物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート調査の実施方法について検討する

ため、調査票の回収状況、回答状況、調査対象からの問い合せ状況、電話督促・疑義照会

の確認結果を整理した。 
 

4.1.1  回収状況 

事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。その結果、回

収率は 16.3%（13 件）、WEB 回収割合は 30.8%%（=4 件／13 件）、発送戻りは 12.5%（10
件）、調査拒否が 0.0%（0 件）であった。  

回収率  
運輸業  15.0% 
荷主  17.5% 
合計  16.3% 

回収数  

運輸業・WEB 2 
荷主・WEB 2 
運輸業・郵送  4 
荷主・郵送  5 
合計  13 

WEB 回収割合  30.8% 
 

 
図  3-5 日別の回収状況（回収数・回収率）  

 
表  3-4 発送戻り件数・調査拒否件数  
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-10%

-5%

0%
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30%

① ② ③ （③）

★ ★

月火水木金 土日月火 水木金土 日月火水 木金土日 月火水木 金土日月 火水木金 土日月火水 木金土日 月火水木 金土日月 火水木金 土日月火 水木金土 日月火水 木金土日月 火

31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12131415 16171819 2021222324252627282930 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11121314 15161718 19202122 232425262728293031 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

10

月

11月 12月 1月

運輸業・WEB回収数 荷主・WEB回収数 運輸業・郵送回収数 荷主・郵送回収数 運輸業・回収率％ 荷主・回収率％ 合計・回収率％

日

別

回

収

数

回

収

率

第一発送
物発送数

第二発送
物発送数

第三発送
物発送数

移転
宛先に尋ね

当たらず
差出人戻し 合計

1 運輸業 40          34          34          6           6           15.0% -           0.0%

2 荷主 40          36          36          4           4           10.0% -           0.0%
80          70          70          10          10          12.5% -           0.0%

業種

発送戻り件数
発送戻り

割合
（％）

発送事業所数
拒否・差止

割合
（％）

合計

拒否・差止
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4.2  調査実施方針の検討 

事前調査で得られた回答の内容をデータ化し、回収率、設問ごとの回答内容を確認し、

必要な情報の取得状況を検証する。  
検証の結果、回答率が低い、もしくは、回答内容が有効でない設問があれば、必要に応じ

て調査対象者への問い合わせを行い、その原因を明確化した上で、調査方法を改善する。 
 
4.2.1  施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

過年度に整理した都市交通分野における物流の施策課題への物資流動調査での対応を検

討するため、施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析の案を作成し、分析アウトプ

ットに対するさいたま市の物流関連部局等のニーズやデータ利用意向を調査した。  
 
4.2.2  施策課題に対応した分析手法等の検討 

4.2.1 の調査結果を踏まえて、さいたま市の都市交通分野における物流の施策課題に対

応した物資流動調査を用いた分析項目、政策評価等の手法を整理した。この際、令和５年

度に実施する本調査データと令和６年度に実施予定の補完調査等との組み合わせによる活

用もあわせて検討した。 
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4.2.3 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 

東京都市圏全体では、行政ニーズ調査の結果を踏まえ、第６回東京都市圏物資流動調査のデー

タ活用の可能性のある政策を以下のとおり挙げた上で、各政策の検討に有効と思われる指標・デ

ータ、それらの指標・データを把握するための調査の内容を下図のとおり整理した。 
 

 
図 1 第６回東京都市圏物資流動調査のデータ活用の可能性のある政策、各政策の検討に有効

と思われる指標・データ 

 

 
図 2 各政策の検討に有効と思われる指標データ、第６回東京都市圏物資流動調査の調査内容 

 

⑥・⑦中心市街地・住宅地の特定の地区におけ
る荷さばき・駐停車、横持ち搬送、人の交
通との錯綜状況

⑥商業施設の貨物車発集量・原単位
⑦個人の宅配受取・再配達発生状況

政策課題

①産業団地開発・企業誘致

②物流拠点の共同建替・機能更新の支援施
策

➂物流拠点の周辺道路における渋滞対策・
交通対策の検討

➂大規模な物流拠点の開発等の検討

①物流施設立地需要への対応

②老朽化した物流施設の建替・機能更
新

➂物流施設立地と周辺都市環境との
バランスの確保

➃物資輸送の効率化・適正化やボトル
ネック解消を実現するネッワークの
構築

⑤住宅地における貨物車の通過交通
への対応

⑥中心市街地における新たなまちづく
りに対応した地区物流への対応

⑦宅配ニーズの拡大・多様化による住
宅への配送課題への対応

⑧人口減少地域における輸配送サー
ビスの低下への対応

＜物流拠点（主な施設：物流施設、工場等）＞

＜物流ネットワーク（主な施設：幹線道路等） ＞

＜中心市街地・住宅＞

広
域
物
流

地
区
物
流

政策検討に有効と思われる指標・データデータ活用の可能性のある主な政策等

➃・⑤幹線道路等の貨物車交通のニーズ把
握、道路整備のストック効果の検討

➃港湾整備、モーダルシフト、ポートセールス
➃航空貨物に関する特徴把握
➃物流DXの検討

⑥まちづくりの再構築が行われるエリア、ター
ミナル駅周辺地区における荷さばき・駐停
車対策

⑥荷さばき駐車場の附置義務制度の検討
⑦宅配ボックス設置に関する施策の検討

①地域ごとの物流拠点の立地ニーズ（立地ポテ
ンシャル等）

①物流拠点の新設・移転意向、希望の立地場所
②物流拠点の保有物流機能
②物流拠点の老朽化の度合い
②物流拠点の建替・機能更新の意向
①・➂物流拠点の貨物車発集量・原単位

➃品目ごとの物資輸送OD
➃ODごとの利用中継施設（港湾・空港）、利用輸

送機関
➃モーダルシフト、共同輸配送、輸送時間の平

準化など輸配送の取組意向
➃貨物車の輸送経路
➃品目・ODごとの貨物車の積載率
➃・⑤貨物車の住宅地の流入状況

※行政ニーズ調査で調査した政策等から整理

⑥・⑦中心市街地・住宅地の地区における荷
さばき・駐停車、横持ち搬送、人の交通
との錯綜状況

⑥商業施設の貨物車発集量・原単位
⑦個人の宅配受取・再配達発生状況
⑧人口減少地域（過疎地）に届けられる生活

関連品の物資輸送OD ※

政策課題

①物流施設立地需要への対応

②老朽化した物流施設の建替・機能更
新

➂物流施設立地と周辺都市環境との
バランスの確保

➃物資輸送の効率化・適正化やボトル
ネック解消を実現するネッワークの
構築

⑤住宅地における貨物車の通過交通
への対応

⑥中心市街地における新たなまちづく
りに対応した地区物流への対応

⑦宅配ニーズの拡大・多様化による住
宅への配送課題への対応

⑧人口減少地域における輸配送サー
ビスの低下への対応 ※

＜物流拠点（主な施設：物流施設、工場等）＞

＜物流ネットワーク（主な施設：幹線道路等） ＞

＜中心市街地・住宅＞

広
域
物
流

地
区
物
流

政策検討に有効と思われる指標・データ

①地域ごとの物流拠点の立地ニーズ（立地ポ
テンシャル等）

①物流拠点の移転・新設意向、立地の希望場
所

②物流拠点の保有物流機能
②物流拠点の老朽化の度合い
②物流拠点の建替・機能更新の意向
①・➂物流拠点の貨物車発集量・原単位

➃品目ごとの物資輸送OD
➃ODごとの利用中継施設（港湾・空港）、利用

輸送機関
➃モーダルシフト、共同輸配送、輸送時間の平

準化など輸配送の取組意向
➃品目・ODごとの貨物車の積載率
➃貨物車の輸送経路
➃・⑤貨物車の住宅地の流入状況

本体調査（事業所機能調査）

●主に物流施設・工場・商業施設を対象に、物流活動を
行っているか否か、行っている場合には物流活動の内
容や実態を調査

●物流拠点の立地場所、立地理由、物流機能（取扱品目、
輸配送圏域）、建設年次、建物構造、貨物車発集量、物
資輸送OD、利用中継施設、利用輸送機関等を調査

第６回物資流動調査の調査体系・調査内容

●コンテナ車を含む大型貨物車、中小型貨物車のプロー
ブデータを取得し、東京都市圏内の道路における貨物
車の走行軌跡を調査

●大型貨物車が走行する道路（高速・一般道路の利用、
住宅地等の通過）や走行実態（時間帯、速度）等を調査

●中小型貨物車の駐停車の状況（時間帯等）等も調査

貨物車走行実態調査

●中心市街地・住宅地の特定の地区を対象に、荷さばき・
駐停車、横持ち搬送、人の交通との錯綜状況等を調査

物流着施設調査（ケーススタディ調査）

●東京都市圏内に居住する個人を対象に、個人属性（年
齢、家族構成、所得、外出頻度等）、宅配受取の状況
（頻度、場所、時間帯）、再配達の発生頻度等を調査

宅配受取実態調査

企業アンケート調査

●物流活動を行っている企業の本社を対象に、ECの普及、
労働力不足などの社会経済情勢の変化に対応した物
流施設立地、物資輸送の変化の可能性や意向を調査

※宅配受取実態調査については
必要性・目的等を継続検討

※⑧の政策課題については、行政ニーズ調査ではニーズを確認していないが、
人口減少・高齢化の進展を踏まえると、東京都市圏物資流動調査のとりまとめの中で
言及すべきと思われるため、本体調査（事業所機能調査）を用いた広域的な輸配送の
課題分析や、事例収集による地区内の配送問題の課題整理等を行う。
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4.3  調査実施方針の検討 

4.3.1  令和５年度実施調査の実施計画（案） 

(1)  事業所機能調査 
1)  調査のねらい 
本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報（施設の特性、発

生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することを目的とする。 
 

2)  調査対象 
調査対象地域は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の４都県の全域、および、茨城県の一部

地域とする。 
調査対象業種は以下に示すとおりとする。 
 

表 1 調査対象業種 

区分 調査対象業種 

運輸業 
道路貨物運送業（※1）、倉庫業（※1）、水運業、航空運輸業、倉庫業、

運輸に附帯するサービス業、郵便業 

荷主 

製造業（化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、

軽雑系製造業）、卸売業（原材料系卸売業、製品系卸売業）（※2）、小売

業（※3）、飲食店（※4）、サービス業（※4） 
※1：道路貨物運送業、倉庫業についてはすべての事業所を母集団として抽出。これら以外の業種については従業

員規模５人以上の事業所のみを母集団として抽出。 

※2：卸売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「貨物車発生台数」を精度確保するよう抽出数を設定すること

を検討。 

※3：小売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を

設定することを検討。 

※4：飲食店、サービス業は「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を設定することを検討。 

 
3)  調査対象事業所の選定方法 

a.  調査対象事業所の選定方法（小売業・飲食店・サービス業を除く） 
調査対象事業所については、「事業所母集団データベース」に含まれる調査対象地域・調査対象

業種の事業所を母集団として、標本抽出により調査を行う。 
標本抽出にあたっては、調査精度検定式を用いてカテゴリ毎に精度検定を行い、精度を確保す

るために必要な調査対象事業所数を算定することを基本とする。 
 
●調査精度の精度式 

1)/)1(())/(( 22     
 

SNkxF
Nn

 
n：  サンプル数 
N：  母数（総事業所数） ※１ 
x：  １事業所当り平均貨物車発生台数 ※２ 
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S：  １事業所当りの貨物車発生台数の標準偏差 ※３ 
F：  相対誤差率（20％：0.20） 
k：  信頼係数（信頼区間 95％：1.96） 
 
※１：母数（総事業所数）：各カテゴリ毎の事業所数（事業所母集団データベース） 
※２：1 事業所当り平均貨物車発生台数 ：第５回東京都市圏物資流動調査結果の集計値を使用 
※３：1 事業所当り発生物流量の標準偏差：        〃 

表 2 抽出カテゴリ 

16 地域 東京区部臨海※、東京区部内陸、東京多摩部、横浜市、川崎市、相模原市、

神奈川、さいたま市、埼玉南部、埼玉北部、千葉市、千葉西北部、千葉西

南部、千葉東部、茨城南部、茨城中部 

13 業種 化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、軽雑系製

造業 、原材料系卸売業、製品系卸売業、道路貨物運送業、水運業、航空運

輸業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業、郵便業 

※東京区部臨海：中央区、港区、江東区、品川区、大田区、江戸川区 
 

b.  小売業・飲食店・サービス業の調査対象の選定方法 
小売業、飲食店、サービス業については、「搬出入あり」と回答されるサンプルの割合が低く、

本来捉えたい物流関連施設の実態を取るのに効率が悪いため、限られた調査費用の中で効率よく

調査するべく、確保すべき統計精度の水準を緩和しつつも必要な精度を担保するように（例えば、

「事業所からの貨物車発生台数」ではなく「事業所からの搬出有無の割合」の精度を確保するな

ど）必要サンプル数を設計することを検討する。 
小売業については、事業所母集団データベースより、物流を担っている自家用倉庫が判別可能

なため、自家用倉庫については抽出率を高めに設定することを検討する。 
 
c.  特定エリアの抽出率向上 
行政ニーズ調査から、流通業務団地、工業団地、港湾周辺、空港周辺、高速道路 IC 周辺に立地

する事業所、大規模施設に入居する事業所については、その特性を把握したいというニーズがあ

ると考えられるため、これらの地域では抽出率を高めに設定する（小売、飲食、サービス業は除

く）ことを検討する。 
特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 

図 3 特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

・母数100事業所
・精度確保するために必要な配布数10票

・母数100事業所
・配布数10票+上乗せ4票＝14票
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d.  回収率の想定 
R4 年度の事前調査では回収率が東京都市圏平均で 20%強の水準であったが、R5 年度の本調査

では、広報や業界団体への周知依頼等の回収率向上施策に取り組み、それよりも高い回収率を達

成することを目指し、それを前提に調査設計を行う。 
 
 
4)  調査方法 
郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 
 

 

図 4 調査方法 

  

① 調査への協力依頼

調査物件等の準備
※印刷・封入（全調査対象事業所分）
※依頼文、調査票、回答方法の説明

調査依頼状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

② 調査協力への御礼・督促

お礼状兼督促状の準備
※はがき印刷（全調査対象事業所分）
※御礼および督促

お礼状兼督促状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

紙の調査票への回答の記入・
送信

１ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

③

電
話
応
対

④W
E
B

で
の
問
い
合
わ
せ
対
応

電話・WEBによる
問い合わせ

紙の調査票への回答の記入・
送信

２ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

【調査主体・受託者・調査実施本部】 【被調査者（調査対象事業所）】

⑤ データ化

紙の調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング
・パンチング

WEB調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング
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5)  調査項目 
事前調査での調査項目をベースとして、物流施設の特性、物流発集量、物流 OD を把握するた

めの調査項目で調査を実施する。 
 

表 3 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

物
流
施
設
の
特
性 

事業所 

の概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地の状況、敷地面

積、土地の所有形態延床面積、トラック駐車可

能台数、事業所開設年、施設種類（事務所、工

場、倉庫、集配送センター、トラックターミナ

ル等）、事業所の機能(製造、集配送、保管、流

通加工等) 、立地の理由 

施設の立地場所や立地条

件を把握 

施設の従業者、面積等の規

模を把握 

施設の物流機能の内容を

把握 

施設の 

物流特性 

（搬出・搬

入） 

物資の搬出・搬入の有無、代表的な品目、顧客

の特性（不特定多数の荷主用、特定荷主用）、搬

出先・搬入元の箇所数、物資の搬出・搬入圏域 

施設で主に取り扱われる

物資や主な搬出先・搬入元

の特徴を把握 

施設の 

物流特性 

（ 搬 出 の

み） 

個人向け貨物の有無 
宅配を取り扱っている施

設かを把握 

施設の 

構造 

物流施設の建設年、物流施設の構造（鉄筋コン

クリート(RC)造、鉄骨(S)構造等）、施設の階層

数 

施設の老朽化の度合いを

把握 

物
流
発
集
量 

施設の 

搬出・ 

搬入 

物流量 

施設の総物流量・総貨物車台数、利用輸送手段

別の物流量・貨物車台数、車両サイズ別（～

350kg、350kg～2t、2～4t、4～10t、10t～、国

際海上コンテナ）の貨物車台数 

施設から搬出入される物

資や貨物車の数量や特徴

を把握 

物流や 

貨物車の 

特性 

貨物車の平均積載率（重量制約と容量制約別、

自営別、車両サイズ別）、搬出・搬入の時間帯構

成比、着時刻指定の有無・割合 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性を

把握 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・搬

入元等 

搬出先・搬入元の住所（市区町村別）・箇所数・

業種・施設種類、搬出・搬入物資の重量、品目、

輸送手段、中継地点名（鉄道貨物駅、港湾、空

港等）、搬出・搬入の貨物車台数、国際海上コン

テナ利用有無、高速道路利用有無 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性、搬

出先・搬入元別の数量、搬

出先・搬入元の特徴を把握 
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(2)  企業アンケート調査 
1)  調査のねらい 

EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、人口減少などの情

勢変化に対して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性があ

るかを把握することを目的とする。 
 

2)  調査対象 
情勢変化を踏まえて今後企業が物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性が

あるかを把握することが、企業アンケート調査の目的であるため、本社機能を有する事業所のみ

に実施する。 
※「本社機能」は、経済センサスの名簿の「本所・支所の別」を活用して「単独事業所」および 

「本社」の事業所を調査対象として設定する。 
 

3)  調査方法 
本社機能を有する事業所に調査票を郵送して調査を実施する。  
郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 
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4)  調査項目 
事前調査での調査項目をベースとして、企業の概要、物流に関して今後重要と考える事項、物

流施設に関する今後の方向性、貨物輸配送に関する取組を把握するための調査項目で調査を実施

する。 
 

表 4 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

企業の概要 企業名、所在地、業種、従業者数、貨物を取り扱う

事業所の有無 

企業の基礎情報を把

握 

物流に関して

今後重要と考

える事項 

今後、重要と考える事項（コスト削減、通販や宅配

の需要増加、防災・減災、物流 DX 環境負荷軽減、労

働力不足や働き方改革、新型コロナウイルス感染拡

大、人口減少・高齢化） 

企業が物流活動を行

う上で重要視してい

ることを把握 

物流施設に関

する今後の方

向性 

物流施設の立地場所 

物流施設の新設、移転もしくは廃止等の今後の方向

性 

物流施設の新設、移転、廃止の意向や予定の有無 

新たな場所への物流施設の配置意向 

関東地方全体での物流施設数の意向 

物流施設の新設・移転先の場所の選定にあたって重

視する条件（物資輸送、周辺環境、行政支援・規制、

その他【被災可能性、再エネの利用しやすさ等】） 

移転を伴わない建替・更新に関する今後の方向性 

物流施設の建替･更新の意向や予定の有無 

建替･更新の意向や予定がある物流施設の立地場所 

物流施設の建替･更新の具体的な内容 

物流施設の建替･更新において重視する項目（スペー

スの拡大、土地の高度利用、建物の耐震化・免震化、

その他【機械化・自動化、就業者支援施設、省エネ・

再エネ設備等】） 

物流施設の建替･更新において問題になる項目 

企業における物流施

設の立地や機能更新

の今後の変化の可能

性を把握 

貨物輸配送に

関する取組 

貨物輸配送に関する取組の実施状況および取組意向 

貨物輸配送に関する取組の有無（車両の大型化、積

載効率の向上、共同輸配送、モーダルシフト、貨客

混載、中継輸送、自動運転車の利用、環境対応車の

利用等） 

貨物輸配送に関する取組を実施する上で問題となる

項目 

貨物輸配送における防災に関する取組の意向 

企業における物資輸

送の今後の変化の可

能性を把握 

 
 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：東京都市圏総合都市交通体系調査 

（物資流動調査 事前調査）業務委託 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、中日本高

速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 

 ４ 調査期間：令和４年度～令和４年度 

 

 

 ５ 調査概要：東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和43年度よ

り国土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉

県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団

体（首都高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道

路株式会社、独立行政法人都市再生機構）が共同して、昭和47年度か

ら10年ごとに物の動きを捉える東京都市圏物資流動調査（以下「物資流

動調査」という。）を実施してきた。 

本調査は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調

査を実施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の

調査実施方針を検討することを目的とした。 

 

 

 

 

 



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   千葉県 東京都市圏総合都市交通体系調査 

       （物資流動調査 事前調査）業務委託 
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 ３ 調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

【会 員】構成団体部局長級計１７名 

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

【幹  事】構成団体部課長級計１７名 

事 務 局 

【事 務 局長 】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 

【事 務 局員 】構成団体関係者 



 ４ 委員会名簿等： 

 

 

 

 

 

 

 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

本調査は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施

して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

することを目的とする。 
 

 ２ 調査フロー 

 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

 

 

 

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

2. 事前調査の企画・準備 

本章では、令和５年度に実施を予定している次回物資流動調査の事業所機能調査および企業アン

ケート調査の実施方法の妥当性、回収率などを把握するための事前調査の実施計画を作成した。 

そのうえで、千葉県が貸与する事業所名簿をもとに、調査対象事象所を抽出し、調査対象事業所

名簿を作成した。作成された名簿に基づき、配布物の印刷及び封入を行った。また、調査票の配

布後に調査対象事業所に送付する督促状の印刷・準備も行った。 

2.1 事前調査の実施計画の作成 
令和５年度に実施を予定している次回物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート調査

の実施方法の妥当性、回収率などを把握するための事前調査の実施計画を作成した。 

事業所機能調査、企業アンケート調査のそれぞれについて、調査目的、調査対象（業種、従業員

規模、本社機能の有無）、調査方法（WEB調査の活用方法）、調査項目を検討の上、調査の実

施手順やスケジュール等を記載した調査マニュアルを作成した。また、個人情報の取扱い、電話

応対の方法や想定問、エディティング・コーディング、データ作成方法など調査で取得するデー

タの後処理の工程を記載した要領を作成した。 

なお、事前調査の内容は以下の通りである。 

＜事業所機能調査＞ 

・調査方法：郵送による配布、Web及び郵送による回収 

・調査サンプル数：80事業所に調査票を配布 

※荷主、運輸業の事業所に40事業所ずつ調査票を配布 

＜企業アンケート調査＞ 

・調査方法：郵送による配布、Web及び郵送による回収 

※調査票を事業所機能調査と同時に配布 

・調査サンプル数：40事業所に調査票を配布 

※事業所機能調査の調査対象事業所のうち 40 事業所に調査票を同封して配布 

 

事業所機能調査の実施方針について 

(1) 調査目的 

事業所機能調査は、企業の物流活動の内容にかかる基礎的な情報（施設の特性、発生集中量、搬出

先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することが狙いである。 

(2) 調査対象 

1) 調査対象業種 

物資が多く出入りする事業所（主に工場、物流施設等）を主な調査対象とする。そのため、該当

する事業所が多いと考えられる製造業、卸売業、小売業・飲食店、サービス業、運送業、倉庫



業、郵便業を調査対象とする。 

なお、EC の普及に伴い、近年、宅配が増加している。これによって、配送車両の交通量の増加が

住宅地の交通安全に及ぼす影響が懸念されること、オンラインで注文された商品・製品を消費者

に届けるための物流施設の新規立地が土地利用に及ぼす影響があると考えられる。「郵便業」は第

５回東京都市圏物資流動調査では調査対象とはしてこなかったが、宅配や EC 商品の物流を行う

事業所が多い業種である。そのため、第６回東京都市圏物資流動調査（事前調査）では、「郵便業」

を新たに調査対象として追加することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 調査対象事業所の従業員規模 

第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）と同様、業種別に、調査対象とする従業員規

模を表2-1の脚注に示すとおり設定する。 

すなわち、運輸業の道路貨物運送業、倉庫業は、すべての従業員規模の事業所を調査対象とし、

荷主や運輸業の水運業、航空運輸業、運輸に附帯するサービス業、郵便業は、従業員５人以上の

事業所を調査対象とする。 

3) 調査対象数 

第６回東京都市圏物資流動調査（事前調査）では、事業所機能調査の調査対象数を荷主 40 事業所、

運輸業 40 事業所、合計 80 事業所とする。 

 

 

 

 

 



(3) 調査方法 

1) WEB回答先行型の試行 

回答者になるべくWEBによる回答を促すために、WEB回答先行型によって調査を実施する。

WEB回答先行型とは、以下の手順で、調査を行うものである。 

【WEB回答先行型の調査手順】 

①WEB回答依頼のお願いハガキを調査対象者に送付。ハガキには、WEB調査システムにログイン

し回答するための専用のID・パスワードを記載し、期限（３週間）の間にWEBによる回答をしても

らうことを依頼する。 

②期限までに回答のなかった調査対象者に、WEB回答依頼に加えて、紙の調査票を送付。①と

同様、WEB調査システムから回答するか、紙の調査票に回答を記入した上で郵送により提出す

るかを、調査対象者に選択してもらい、期限（３週間）の間に回答をしてもらうことを依頼す

る。 

前回の第５回東京都市圏物資流動調査では、調査対象事業所が最初から WEB による回答と郵送

による回答を自由に選べる「WEB 郵送並行型」で調査を実施した。第６回東京都市圏物資流動調

査（事前調査）では、調査コストの削減が可能となる「WEB 回答先行型」での調査を試行し、次

年度の第６回東京都市圏物資流動調査の本調査での適用の可能性を検討することとする。

 

(4) 調査項目 

調査項目は、調査結果の経年変化を分析できるように、第５回東京都市圏物資流動調査（H25）の

調査項目をベースとしながら、過去のデータ利用実績や今後の政策検討への潜在的な利用ニーズ

を踏まえて設定する。 



 

 

 

  



企業アンケート調査の実施方針について 

(1) 調査目的 

物流施設の立地や施設間の物資輸送は、物流の効率化など、企業の戦略に基づき、意思決定され

ている。また、都市計画や交通計画の観点から物流に対する施策立案を行うにあたっては、物流

の主たる担い手は民間企業であるため、企業の意向を知ることが重要である。 

企業アンケート調査は、ECの普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流

DX、人口減少など、今後想定される社会情勢の変化に対して、企業が物流施設の立地、物資輸

送などの物流活動をどのように変化させる可能性や意向があるかを調査し、物流の将来変化の方

向性を把握することを狙いとする。 

(2) 調査対象 

1) 調査対象の考え方 

企業アンケート調査は、民間企業の物流活動に関する今後の意向を調査するという内容であるた

め、調査対象事業所は企業全体の物流戦略を把握している本社機能を有する事業所とするべきで

ある。 

以下で説明するように、調査効率を高めるため、企業アンケート調査は、事業所機能調査の調査

対象事業所に対して、事業所機能調査と併せて回答を依頼することとする。 

そのため、企業アンケート調査の調査対象は、事業所機能調査の調査対象事業所のうち本社機能

をもつ事業所を対象とする。 

2) 調査対象数 

先述のとおり、第６回東京都市圏物資流動調査（事前調査）では、事業所機能調査の調査対象数

を荷主40事業所、運輸業40事業所、合計80事業所とする。 

企業アンケート調査は、事業所機能調査の調査対象事業所の半数（荷主20事業所、運輸業20事業

所、合計40事業所）を対象とする。 

事業所機能調査、企業アンケート調査をあわせた調査対象事業所の抽出方法、調査対象数は次の

とおりである。①運輸業・本社機能あり、②運輸業・本社機能なし、➂荷主・本社機能あり、➃荷

主・本社機能なしの事業所をそれぞれ 20 事業所ずつ、合計 80 事業所を抽出し、これら 80 事業所

すべてを事業所機能調査の調査対象、①・➂の計 40 事業所を企業アンケート調査の調査対象とす

る。 

 

(3) 調査方法 

企業アンケート調査は、調査効率を高めるため、事業所機能調査の調査対象事業所に対して、事

業所機能調査と併せて回答を依頼することとする。つまり、事業所機能調査の調査対象事業所の

うち本社機能を有する事業所に対して、企業アンケート調査も調査を行うこととする。 



そのため、調査方法は、先述した事業所機能調査の調査方法と同じである。具体的には、WEB

回答先行型によって調査を行い、御礼状兼督促状も事業所機能調査、企業アンケート調査の御

礼・督促を兼ねて一緒に行うこととする。 

(4) 調査項目 

第５回調査の調査項目を基本としながら、企業の今後の物流の方向性について、防災・減災（地

震・豪雨災害）、EC の普及、物流 DX、環境、労働力不足・働き方改革、人口減少・高齢化など

の近年の要因変化を考慮して見直しを行う。 

 
事前調査の検証項目 

以下の３点の検証を行うことを目的に、R5 年度に実施予定の事業所機能調査、企業アンケート調

査について、小サンプルでの事前調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



調査マニュアルの作成 

事業所機能調査および企業アンケート調査の事前調査の実施計画の検討を踏まえて、実態調査実

施要領、個人情報取扱要領、電話応対マニュアル、エディティング・コーディング要領、データ作

成要領を作成した。 

 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 
千葉県が貸与する事業所名簿（事業所母集団データベース）をもとに、調査対象事象所を抽出

し、調査対象事業所名簿を作成した。作成された名簿をもとに、配布物の印刷及び封入を行っ

た。配布物は、WEB回答依頼のお願いハガキ、挨拶状、調査説明資料、調査票（事業所機能調

査票、企業アンケート調査票）、記⼊例、発送⽤封筒、返送⽤封筒、御礼状兼督促状（ハガキ）

とした。 

調査対象事業所名簿の作成 

事業所母集団データベースから、運輸業（道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、倉庫業、運輸

に附帯するサービス業、郵便業、複合サービス業の郵便局）、荷主（製造業、卸売業、小売業、

飲食店、サービス業）を営む事業所を、無作為抽出した。 

その際、千葉県で80事業所ずつを選定した。 

なお、運輸業の調査対象事業所（40 事業所）のうちの半数（20 事業所）が本社機能を有する事業

所、残り半数（20 事業所）が本社機能を有さない事業所となるように抽出を行った。同様に、荷

主の調査対象事業所（40 事業所）のうちの半数（20 事業所）が本社機能を有する事業所、残り半

数（20 事業所）が本社機能を有さない事業所となるように抽出を行った。 

 

配布物の印刷 

配布物である挨拶状、調査説明資料、調査票（事業所機能調査票、企業アンケート調査票）、記

入例、発送用封筒、返送用封筒、お礼状兼督促状の印刷及び封入、発送準備を行った。 

印刷を行った事前調査物件一覧は以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3. 事前調査の実施 

3.1 調査票の発送と回収 

調査対象事業者に調査票等を発送した。なお、挨拶状はWEB回答を促すものとし、WEB回答が

得られない場合に、別途、調査票の送付を実施した。 

調査実施期間中は、調査対象からの電話問い合わせに対応するとともに適切な段階で督促状を発

送した。また、調査票の配布・回収日、電話問い合わせの内容など、調査実施状況について記録

した。 

回収された調査結果について、調査票の内容の記入漏れ等を検証（エディティング）し、住所等の

文字で記入されているものをゾーン化するための数値変換（コーディング）を行い、データ整備を

行った。記入内容に疑義が生じた場合には、調査対象事業所等へ電話による照会を行った。

 

3.1.1 実施手順と進捗報告事項 

実態調査の準備と実施は、下記の手順・方法により実施し、各段階において必要な進捗管理を実施

した。 



 

4. 調査実施方針の検討 

事前調査で得られた回答の内容をデータ化し、回収率、設問ごとの回答内容を確認し、必要な情

報の取得状況を検証する。 

検証の結果、回答率が低い、もしくは、回答内容が有効でない設問があれば、必要に応じて調査

対象者への問い合わせを行い、その原因を明確化した上で、調査方法を改善する。 

4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 
過年度に整理した都市交通分野における物流の施策課題への物資流動調査での対応を検討するた

め、施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析の案を作成し、分析アウトプットに対する千

葉県の物流関連部局等のニーズやデータ利用意向を調査した。 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（千葉市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、 新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （千葉市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

 調査全体計画 ......................................................... 1-1 

 業務概要 .......................................................... 1-1 

 実施方針 .......................................................... 1-3 

 全体スケジュール .................................................. 1-6 

 

2. 事前調査の企画・準備 ................................................. 2-1 

 事前調査の実施計画の作成 .......................................... 2-1 

 事業所機能調査の実施方針について .............................. 2-2 

 企業アンケート調査の実施方針について ......................... 2-17 

 事前調査の検証項目 ........................................... 2-26 

 調査マニュアルの作成 ......................................... 2-27 

 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 ........................ 2-176 

 調査対象事業所名簿の作成 .................................... 2-177 

 配布物の印刷 ................................................ 2-186 

 

3. 事前調査の実施 ....................................................... 3-1 

 調査票の発送と回収 ................................................ 3-1 

3.1.1 実施手順と進捗報告事項 ........................................ 3-2 

3.1.2 調査の実施スケジュール ........................................ 3-3 

3.1.3 実施本部の設置 ................................................ 3-4 

3.1.4 調査の実施 .................................................... 3-6 

 事前調査の結果のとりまとめ ....................................... 3-14 

3.2.1 回収状況 ..................................................... 3-14 

3.2.2 回答状況 ..................................................... 3-15 

3.2.3 調査対象からの問い合わせ状況 ................................. 3-20 

3.2.4 電話督促・疑義照会の結果 ..................................... 3-22 

 

 

4. 調査実施方針の検討 ................................................... 4-1 



施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 ........................... 4-1 

4.1.1 施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析案（ユースケース） .. 4-1 

4.1.2 調査の実施 ................................................... 4-16 

4.1.3 調査の結果 ................................................... 4-17 

 施策課題に対応した分析手法等の検討 ............................... 4-21 

4.2.1 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 ......................... 4-21 

4.2.2 千葉市における調査活用方法の検討 ............................. 4-23 

 調査実施方法の作成 ............................................... 4-30 

4.3.1 事前調査を踏まえた物資流動調査に向けた課題 ................... 4-30 

4.3.2 行政ニーズ調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 ....... 4-38 

4.3.3 令和５年度実施調査実施計画（案） ............................. 4-43 

5. 事務局会議への出席 ................................................... 5-1 

 

 

 

 

  



                                                                                      

（様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

事 務 局 

【事務局 長】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では、昭和43 年度より国 

土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、５政令市

（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都高速道路株式会

社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立行政法人都市再生機

構）が共同して、人の動きを捉える東京都市圏パーソントリップ調査を実施し、昭和

47 年度から10 年ごとに物の動きを捉える東京都市圏物資流動調査（以下「物資流動

調査」という。）を実施してきた。 

本調査の目的は、 新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施

して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討するこ

とを目的とする。 

 

 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施して結果を分析

し、以下のとおり、令和５年度実施調査の実施計画（案）をとりまとめた。 

 

令和５年度実施調査の実施計画（案） 

(1)事業所機能調査 

1)調査のねらい 

本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報（施設の特性、発

生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することを目的とする。 

 

2)調査対象 

調査対象地域は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の４都県の全域、および、茨城県の一部

地域とする。 

調査対象業種は以下に示すとおりとする。 

 

表 4-7 調査対象業種 

区分 調査対象業種 

運輸業 
道路貨物運送業（※1）、倉庫業（※1）、水運業、航空運輸業、倉庫業、

運輸に附帯するサービス業、郵便業 

荷主 

製造業（化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、

軽雑系製造業）、卸売業（原材料系卸売業、製品系卸売業）（※2）、小売

業（※3）、飲食店（※4）、サービス業（※4） 
※1：道路貨物運送業、倉庫業についてはすべての事業所を母集団として抽出。これら以外の業種については従業

員規模５人以上の事業所のみを母集団として抽出。 

※2：卸売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「貨物車発生台数」を精度確保するよう抽出数を設定すること

を検討。 

※3：小売業は「自家用倉庫」を全数調査、残りを「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を

設定することを検討。 

※4：飲食店、サービス業は「搬出有無の割合（精度緩和） 」を精度確保するよう抽出数を設定することを検討。 

 



3)調査対象事業所の選定方法 

a.調査対象事業所の選定方法（小売業・飲食店・サービス業を除く） 

調査対象事業所については、「事業所母集団データベース」に含まれる調査対象地域・調査対象

業種の事業所を母集団として、標本抽出により調査を行う。 

標本抽出にあたっては、調査精度検定式を用いてカテゴリ毎に精度検定を行い、精度を確保す

るために必要な調査対象事業所数を算定することを基本とする。 

 

●調査精度の精度式 

1)/)1(())/(( 22 


SNkxF

N
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n：  サンプル数 
N：  母数（総事業所数） ※１ 
x：  １事業所当り平均貨物車発生台数 ※２ 
S：  １事業所当りの貨物車発生台数の標準偏差 ※３ 
F：  相対誤差率（20％：0.20） 
k：  信頼係数（信頼区間 95％：1.96） 
 
※１：母数（総事業所数）：各カテゴリ毎の事業所数（事業所母集団データベース） 
※２：1 事業所当り平均貨物車発生台数 ：第５回東京都市圏物資流動調査結果の集計値を使用 
※３：1 事業所当り発生物流量の標準偏差：        〃 

 

表 4-8 抽出カテゴリ 

16 地域 東京区部臨海※、東京区部内陸、東京多摩部、横浜市、川崎市、相模原市、

神奈川、さいたま市、埼玉南部、埼玉北部、千葉市、千葉西北部、千葉西

南部、千葉東部、茨城南部、茨城中部 

13 業種 化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、軽雑系製

造業 、原材料系卸売業、製品系卸売業、道路貨物運送業、水運業、航空運

輸業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業、郵便業 

※東京区部臨海：中央区、港区、江東区、品川区、大田区、江戸川区 



b.小売業・飲食店・サービス業の調査対象の選定方法 

小売業、飲食店、サービス業については、「搬出入あり」と回答されるサンプルの割合が低く、

本来捉えたい物流関連施設の実態を取るのに効率が悪いため、限られた調査費用の中で効率よく

調査するべく、確保すべき統計精度の水準を緩和しつつも必要な精度を担保するように（例えば、

「事業所からの貨物車発生台数」ではなく「事業所からの搬出有無の割合」の精度を確保するな

ど）必要サンプル数を設計することを検討する。 

小売業については、事業所母集団データベースより、物流を担っている自家用倉庫が判別可能

なため、自家用倉庫については抽出率を高めに設定することを検討する。 

 

c.特定エリアの抽出率向上 

行政ニーズ調査から、流通業務団地、工業団地、港湾周辺、空港周辺、高速道路 IC 周辺に立地

する事業所、大規模施設に入居する事業所については、その特性を把握したいというニーズがあ

ると考えられるため、これらの地域では抽出率を高めに設定する（小売、飲食、サービス業は除

く）ことを検討する。 

 

特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 

図 4-10 特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 

d.回収率の想定 

R4 年度の事前調査では回収率が東京都市圏平均で 20%強の水準であったが、R5 年度の本調査

では、広報や業界団体への周知依頼等の回収率向上施策に取り組み、それよりも高い回収率を達

成することを目指し、それを前提に調査設計を行う。 

・母数100事業所
・精度確保するために必要な配布数10票

・母数100事業所
・配布数10票+上乗せ4票＝14票



4)調査方法 

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 

 

 

図 4-11 調査方法 

① 調査への協力依頼

調査物件等の準備
※印刷・封入（全調査対象事業所分）
※依頼文、調査票、回答方法の説明

調査依頼状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

② 調査協力への御礼・督促

お礼状兼督促状の準備
※はがき印刷（全調査対象事業所分）
※御礼および督促

お礼状兼督促状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

紙の調査票への回答の記入・
送信

１ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

③

電
話
応
対

④W
E
B

で
の
問
い
合
わ
せ
対
応

電話・WEBによる
問い合わせ

紙の調査票への回答の記入・
送信

２ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

【調査主体・受託者・調査実施本部】 【被調査者（調査対象事業所）】

⑤ データ化

紙の調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング
・パンチング

WEB調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング



5)調査項目 

事前調査での調査項目をベースとして、物流施設の特性、物流発集量、物流 OD を把握するた

めの調査項目で調査を実施する。 

 

表 4-9 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

物
流
施
設
の
特
性 

事業所 

の概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地の状況、敷地面

積、土地の所有形態延床面積、トラック駐車可

能台数、事業所開設年、施設種類（事務所、工

場、倉庫、集配送センター、トラックターミナ

ル等）、事業所の機能(製造、集配送、保管、流

通加工等) 、立地の理由 

施設の立地場所や立地条

件を把握 

施設の従業者、面積等の規

模を把握 

施設の物流機能の内容を

把握 

施設の 

物流特性 

（搬出・搬

入） 

物資の搬出・搬入の有無、代表的な品目、顧客

の特性（不特定多数の荷主用、特定荷主用）、搬

出先・搬入元の箇所数、物資の搬出・搬入圏域 

施設で主に取り扱われる

物資や主な搬出先・搬入元

の特徴を把握 

施設の 

物流特性 

（ 搬 出 の

み） 

個人向け貨物の有無 
宅配を取り扱っている施

設かを把握 

施設の 

構造 

物流施設の建設年、物流施設の構造（鉄筋コン

クリート(RC)造、鉄骨(S)構造等）、施設の階層

数 

施設の老朽化の度合いを

把握 

物
流
発
集
量 

施設の 

搬出・ 

搬入 

物流量 

施設の総物流量・総貨物車台数、利用輸送手段

別の物流量・貨物車台数、車両サイズ別（～

350kg、350kg～2t、2～4t、4～10t、10t～、国

際海上コンテナ）の貨物車台数 

施設から搬出入される物

資や貨物車の数量や特徴

を把握 

物流や 

貨物車の 

特性 

貨物車の平均積載率（重量制約と容量制約別、

自営別、車両サイズ別）、搬出・搬入の時間帯構

成比、着時刻指定の有無・割合 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性を

把握 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・搬

入元等 

搬出先・搬入元の住所（市区町村別）・箇所数・

業種・施設種類、搬出・搬入物資の重量、品目、

輸送手段、中継地点名（鉄道貨物駅、港湾、空

港等）、搬出・搬入の貨物車台数、国際海上コン

テナ利用有無、高速道路利用有無 

施設から搬出入される物

資や貨物車の輸送特性、搬

出先・搬入元別の数量、搬

出先・搬入元の特徴を把握 



(2)企業アンケート調査 

1)調査のねらい 

EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、人口減少などの情

勢変化に対して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性があ

るかを把握することを目的とする。 

 

2)調査対象 

情勢変化を踏まえて今後企業が物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性が

あるかを把握することが、企業アンケート調査の目的であるため、本社機能を有する事業所のみ

に実施する。 

※「本社機能」は、経済センサスの名簿の「本所・支所の別」を活用して「単独事業所」および 

「本社」の事業所を調査対象として設定する。 

 

3)調査方法 

本社機能を有する事業所に調査票を郵送して調査を実施する。  

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回

答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 



4)調査項目 

事前調査での調査項目をベースとして、企業の概要、物流に関して今後重要と考える事項、物

流施設に関する今後の方向性、貨物輸配送に関する取組を把握するための調査項目で調査を実施

する。 

 

表 4-10 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

企業の概要 企業名、所在地、業種、従業者数、貨物を取り扱う

事業所の有無 

企業の基礎情報を

把握 

物流に関して

今後重要と考

える事項 

今後、重要と考える事項（コスト削減、通販や宅配

の需要増加、防災・減災、物流 DX 環境負荷軽減、労

働力不足や働き方改革、新型コロナウイルス感染拡

大、人口減少・高齢化） 

企業が物流活動を

行う上で重要視し

ていることを把握 

物流施設に関

する今後の方

向性 

物流施設の立地場所 

物流施設の新設、移転もしくは廃止等の今後の方向

性 

物流施設の新設、移転、廃止の意向や予定の有無 

新たな場所への物流施設の配置意向 

関東地方全体での物流施設数の意向 

物流施設の新設・移転先の場所の選定にあたって重

視する条件（物資輸送、周辺環境、行政支援・規制、

その他【被災可能性、再エネの利用しやすさ等】） 

移転を伴わない建替・更新に関する今後の方向性 

物流施設の建替･更新の意向や予定の有無 

建替･更新の意向や予定がある物流施設の立地場所 

物流施設の建替･更新の具体的な内容 

物流施設の建替･更新において重視する項目（スペー

スの拡大、土地の高度利用、建物の耐震化・免震化、

その他【機械化・自動化、就業者支援施設、省エネ・

再エネ設備等】） 

物流施設の建替･更新において問題になる項目 

企業における物流

施設の立地や機能

更新の今後の変化

の可能性を把握 

貨物輸配送に

関する取組 

貨物輸配送に関する取組の実施状況および取組意向 

貨物輸配送に関する取組の有無（車両の大型化、積

載効率の向上、共同輸配送、モーダルシフト、貨客

混載、中継輸送、自動運転車の利用、環境対応車の

利用等） 

貨物輸配送に関する取組を実施する上で問題となる

項目 

貨物輸配送における防災に関する取組の意向 

企業における物資

輸送の今後の変化

の可能性を把握 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：東京都 東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

した。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   東京都 東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

１章 調査全体計画 

1.1 業務概要 

1.2 実施方針 

1.3 全体スケジュール 

 

２章 事前調査の企画・準備 

2.1 事前調査の実施計画の作成 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

 

３章 事前調査の実施 

3.1 調査票の発送と回収 

3.2 事前調査結果のとりまとめ 

 

４章 調査実施方針の検討 

4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

4.2 施策課題に対応した分析手法等の検討 

4.3 調査実施方法の作成 

 

５章 事務局会議への出席 

 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

【幹  事】構成団体部課長級計１７名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

【会 員】構成団体部局長級計１７名 

事 務 局 

【事務局長 】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 

【事務局員 】構成団体関係者 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和 43 年度より国

土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、５政令市

（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都高速道路株式

会社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立行政法人都市再生

機構）が共同して、人の動きを捉える東京都市圏パーソントリップ調査を実施し、

昭和 47 年度から 10 年ごとに物の動きを捉える東京都市圏物資流動調査（以下「物

資流動調査」という。）を実施してきた。 

本調査の目的は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討す

ることを目的とした。 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・本体調査の実施 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・とりまとめ 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 ４ 調査成果 

 

（１）事前調査の企画・準備 

①事前調査の実施計画の作成 

令和５年度に実施を予定している次回物資流動調査の事業所機能調査および

企業アンケート調査の実施方法の妥当性、回収率などを把握するための事前調

査の実施計画を作成した。 

事業所機能調査、企業アンケート調査のそれぞれについて、調査目的、調査

対象（業種、従業員規模、本社機能の有無）、調査方法（WEB 調査の活用方法）、

調査項目を検討の上、調査の実施手順やスケジュール等を記載した調査マニュ

アルを作成した。また、個人情報の取扱い、電話応対の方法や想定問、エディ

ティング・コーディング、データ作成方法など調査で取得するデータの後処理

の工程を記載した要領を作成した。 

なお、事前調査の内容は以下の通りである。 

 

＜事業所機能調査＞ 

・調査方法：郵送による配布、Web 及び郵送による回収 

・調査サンプル数：80 事業所に調査票を配布 

※荷主、運輸業の事業所に 40 事業所ずつ調査票を配布 

 

＜企業アンケート調査＞ 

・調査方法：郵送による配布、Web 及び郵送による回収 

※調査票を事業所機能調査と同時に配布 

・調査サンプル数：40 事業所に調査票を配布 

※事業所機能調査の調査対象事業所のうち 40 事業所に調査票を同封して

配布 

 

②調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

東京都が貸与する事業所名簿（事業所母集団データベース）をもとに、調査

対象事象所を抽出し、調査対象事業所名簿を作成した。作成された名簿をもと

に、配布物の印刷及び封入を行った。配布物は、WEB 回答依頼のお願いハガキ、

挨拶状、調査説明資料、調査票（事業所機能調査票、企業アンケート調査票）、

記入例、発送用封筒、返送用封筒、御礼状兼督促状（はがき）とした。 

なお、これらの調査物件の印刷前や発送前には、誤発送を防ぐための確認作

業を実施した。具体的には、作成された名簿の住所と企業名が事業所母集団デ

ータベースと整合しているか、配布物に名簿に記載された住所、企業名、整理

番号が正しく印字されているかを、発送前に目視で確認した。さらに、返送用



封筒には、バーコードを印刷し、回収票の確認時にはそれを読み込むことによ

り、どの事業者から調査票の提出があったかを正確かつ迅速に確認できるよう

にした。 

 

（２）事前調査の実施 

①調査票の発送と回収 

調査対象事業者に調査物件を発送した。まず、WEB 回答依頼のお願いハガキを

送付し、調査依頼を行い、WEB による回答を促した。その上で、回答が得られな

い場合には、挨拶状、紙の調査票を送付し、WEB による回答もしくは紙の調査票

による回答のいずれかの方法での回答を依頼した。さらに、その後、調査協力

への御礼状を送付し、未回答者への協力を促した。 

調査期間中は電話やメールでの問い合わせの対応を行い、その内容を記録し

た。また、調査票の配布・回収日など、調査実施状況について記録した。 

回収された調査結果については、調査票の内容の記入漏れ等を検証（エディテ

ィング）し、住所等の文字で記入されているものをゾーン化するための数値変

換（コーディング）を行い、データ整備を行った。記入内容に疑義が生じた場

合には、調査対象事業所等へ電話による照会を行った。 

 

②事前調査結果のとりまとめ 

物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート調査の実施方法につい

て検討するため、調査票の回収状況、回答状況、調査対象からの問い合せ状況、

電話督促・疑義照会の確認結果を整理した。 

事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。そ

の結果、回収率は 28.8%（23 件）、WEB 回収割合は 34.8%（=8 件／23 件）、発

送戻りは 8.8%（7 件）、調査拒否が 0.0%（0 件）であった。 

 

（３）調査実施方針の検討 

①施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

過年度に整理した都市交通分野における物流の施策課題への物資流動調査で

の対応を検討するため、施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析の案を

作成し、分析アウトプットに対する東京都の物流関連部局や基礎自治体のニー

ズやデータ利用意向を調査した。 

＜調査内容＞ 

・老朽化した物流施設の建替・機能更新に関連した政策の検討への物資流動

調査の活用可能性 

・東京港に関連した政策の検討への物資流動調査の活用可能性 

・物流施設立地と周辺都市環境とのバランスの確保に関連した政策の検討

への物資流動調査の活用可能性 



・物流ＤＸに関連した政策の検討への物資流動調査の活用可能性 

・羽田空港・成田空港を利用する航空貨物に関連した政策の検討への物資流

動調査の活用可能性 

・幹線道路等における貨物車交通のニーズの把握への物資流動調査の活用

可能性 

・中心市街地における新たなまちづくりに関連した政策の検討への物資流

動調査の活用可能性 

・宅配ニーズの拡大・多様化による住宅への配送課題関連した政策の検討へ

の物資流動調査の活用可能性 

 

②施策課題に対応した分析手法等の検討 

①の調査結果を踏まえて、東京都の都市交通分野における物流の施策課題に

対応した物資流動調査を用いた分析項目、政策評価等の手法を整理した。その

際、令和５年度に実施する本調査データと令和６年度に実施予定の補完調査等

を組み合わせた活用もあわせて検討した。 

 

表 東京都においてデータ活用の可能性のある政策 

分類 政策課題 データ活用の可能性のある政策 

広域

物流 

物流拠

点 

老朽化した物流施設の建替・

機能更新 

物流拠点の共同建替・機能更新の支援施

策の検討 

物流施設立地と周辺都市環境

とのバランスの確保 

物流拠点・生産拠点の周辺道路における

渋滞対策・交通対策の検討 

物流 

ネット

ワーク 

物資輸送の効率化・適正化や

ボトルネック解消を実現する

ネッワークの構築 

港湾物流を支えるインフラ（港湾貨物を

扱う物流拠点、埠頭等）の整備に関する

検討、モーダルシフト施策の検討 

羽田空港・成田空港を利用する航空貨物

に関する物流の特徴把握 

物流ＤＸの取組の検討 

幹線道路等における貨物車交通のニーズ

の把握 
住宅地における貨物車の通過

交通への対応 

地区 

物流 

中心市

街地・

住宅地 

中心市街地における新たなま

ちづくりに対応した地区物流

への対応 

再開発が行われるエリアにおける荷さば

き・駐停車対策の検討 

宅配ニーズの拡大・多様化に

よる住宅への配送課題への対

応 

宅配ボックス設置に関する施策の検討 

 

 

 

 



③調査実施方法の作成 

事前調査及び行政ニーズ調査より把握した令和５年度の物資流動調査の実施

に向けた課題を踏まえ、事務局会議において協議される結果に基づき、令和５

年度の物資流動調査の調査内容及び調査実施方針を取りまとめた。 

ア）事業所機能調査 

本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情

報（施設の特性、発生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握す

ることを目的とする。 

 

表 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

物
流
施
設
の
特
性 

事業所 

の概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地の状況、敷地

面積、土地の所有形態延床面積、トラック駐

車可能台数、事業所開設年、施設種類（事務

所、工場、倉庫、集配送センター、トラック

ターミナル等）、事業所の機能(製造、集配送、

保管、流通加工等) 、立地の理由 

施設の立地場所や立地条件を把握 

施設の従業者、面積等の規模を把握 

施設の物流機能の内容を把握 

施設の 

物流特性 

（搬出・ 

搬入） 

物資の搬出・搬入の有無、代表的な品目、顧

客の特性（不特定多数の荷主用、特定荷主

用）、搬出先・搬入元の箇所数、物資の搬出・

搬入圏域 

施設で主に取り扱われる物資や主な

搬出先・搬入元の特徴を把握 

施設の 

物流特性 

（搬出のみ） 

個人向け貨物の有無 宅配を取り扱っている施設かを把握 

施設の 

構造 

物流施設の建設年、物流施設の構造（鉄筋コ

ンクリート(RC)造、鉄骨(S)構造等）、施設の

階層数 

施設の老朽化の度合いを把握 

物
流
発
集
量 

施設の 

搬出・搬入 

物流量 

施設の総物流量・総貨物車台数、利用輸送手

段別の物流量・貨物車台数、車両サイズ別（～

350kg、350kg～2t、2～4t、4～10t、10t～、

国際海上コンテナ）の貨物車台数 

施設から搬出入される物資や貨物車

の数量や特徴を把握 

物流や 

貨物車の 

特性 

貨物車の平均積載率（重量制約と容量制約

別、自営別、車両サイズ別）、搬出・搬入の時

間帯構成比、着時刻指定の有無・割合 

施設から搬出入される物資や貨物車

の輸送特性を把握 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・ 

搬入元等 

搬出先・搬入元の住所（市区町村別）・箇所数・

業種・施設種類、搬出・搬入物資の重量、品

目、輸送手段、中継地点名（鉄道貨物駅、港

湾、空港等）、搬出・搬入の貨物車台数、国際

海上コンテナ利用有無、高速道路利用有無 

施設から搬出入される物資や貨物車

の輸送特性、搬出先・搬入元別の数量、

搬出先・搬入元の特徴を把握 

 

 



 

イ）企業アンケート調査 

EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、

人口減少などの情勢変化に対して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送

等をどのように変化させる可能性があるかを把握することを目的とする。 

 

表 調査項目 

調査項目 調査項目の主な狙い 

企業の概要 企業名、所在地、業種、従業者数、貨物を取り扱う

事業所の有無 

企業の基礎情報を把握 

物流に関して 

今後重要と 

考える事項 

今後、重要と考える事項（コスト削減、通販や宅配

の需要増加、防災・減災、物流 DX 環境負荷軽減、労

働力不足や働き方改革、新型コロナウイルス感染拡

大、人口減少・高齢化） 

企業が物流活動を行う上

で重要視していることを

把握 

物流施設に 

関する今後の 

方向性 

物流施設の立地場所 

物流施設の新設、移転もしくは廃止等の今後の方向

性 

物流施設の新設、移転、廃止の意向や予定の有無 

新たな場所への物流施設の配置意向 

関東地方全体での物流施設数の意向 

物流施設の新設・移転先の場所の選定にあたって重

視する条件（物資輸送、周辺環境、行政支援・規制、

その他【被災可能性、再エネの利用しやすさ等】） 

移転を伴わない建替・更新に関する今後の方向性 

物流施設の建替･更新の意向や予定の有無 

建替･更新の意向や予定がある物流施設の立地場所 

物流施設の建替･更新の具体的な内容 

物流施設の建替･更新において重視する項目（スペー

スの拡大、土地の高度利用、建物の耐震化・免震化、

その他【機械化・自動化、就業者支援施設、省エネ・

再エネ設備等】） 

物流施設の建替･更新において問題になる項目 

企業における物流施設の

立地や機能更新の今後の

変化の可能性を把握 

貨物輸配送に

関する取組 

貨物輸配送に関する取組の実施状況および取組意向 

貨物輸配送に関する取組の有無（車両の大型化、積

載効率の向上、共同輸配送、モーダルシフト、貨客

混載、中継輸送、自動運転車の利用、環境対応車の

利用等） 

貨物輸配送に関する取組を実施する上で問題となる

項目 

貨物輸配送における防災に関する取組の意向 

企業における物資輸送の

今後の変化の可能性を把

握 

 

（４）事務局会議への出席 

（１）～（３）の分析・検討は、東京都市圏交通計画協議会との情報交換や協

議・調整に利用された。 

そのために、東京都市圏交通計画協議会を構成する団体が隔週開催する事務局

会議に出席し、本調査の結果の報告を行った。 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（神奈川県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （神奈川県）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

1. 調査全体計画 

1.1 業務概要 

1.2 実施方針 

1.3 全体スケジュール 

2. 事前調査の企画・準備 2-1 

2.1 事前調査の実施計画の作成 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

3. 事前調査の実施 

3.1 調査票の発送と回収 

3.2 事前調査結果のとりまとめ 

4. 調査実施方針の検討 

4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

4.2 施策課題に対応した分析手法等の検討 

4.3 調査実施方法の作成 

5. 事務局会議への出席 

 

（巻末）参考資料 

参考資料.1 調査マニュアル 

参考資料.2 事前調査物件（配布物） 

参考資料.3 ヒアリング資料（ユースケース案） 

 

 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 
【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 
【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 
      他１名 

   

協 議 会 
【会 長】国土交通省関東地方整備局長 
【副会長】東京都都市整備局長 
     他１名 

  

事 務 局 
【事務局長】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 
【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 
       他１名 

 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 

本調査の目的は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を

実施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検

討することを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 
・本体調査の企画 
・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 
・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：川崎市東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   川崎市東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 ２ 報告書目次 

  1. 調査全体計画 1-1 

1.1 業務概要 1-1 

1.2 実施方針 1-2 

1.3 全体スケジュール 1-5 

2. 事前調査の企画・準備 2-1 

2.1 事前調査の実施計画の作成 2-1 

2.1.1 事業所機能調査の実施方針について 2-2 

2.1.2 企業アンケート調査の実施方針について 2-16 

2.1.3 事前調査の検証項目 2-24 

2.1.4 調査マニュアルの作成 2-25 

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 2-174 

2.2.1 調査対象事業所名簿の作成 2-174 

2.2.2 配布物の印刷 2-183 

3. 事前調査の実施 3-1 

3.1 調査票の発送と回収 3-1 
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 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

事 務 局 

【事 務 局 長 】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

東京都市圏交通計画協議会（以下「協議会」という。）では昭和 43 年度より

国土交通省及び１都４県（茨城県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、５政

令市（横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）、４団体（首都高速道

路株式会社、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、独立行政法人

都市再生機構）が共同して、人の動きを捉える東京都市圏パーソントリップ調査

を実施し、昭和 47 年度から 10 年ごとに物の動きを捉える東京都市圏物資流動

調査（以下「物資流動調査」という。）を実施してきた。 

本調査は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施し

て結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討する

ことを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

（１）業務フロー 

以下の業務フローに基づき調査を行った。 

 

 
 

（２）事前調査結果のとりまとめ 

物資流動調査の事業所機能調査および企業アンケート調査の実施方法について検討するた

め、調査票の回収状況、回答状況、調査対象からの問い合せ状況、電話督促・疑義照会の確認

結果を整理した。 



 

（３）回収状況 

事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。その結果、回収

率は 21.3%（17 件）、WEB 回収割合は 52.9%（=9 件／17 件）、発送戻りは 10.0%（8 件）、調

査拒否が 7.5%（6 件）であった。 

 

回収率 
運輸業 22.5% 
荷主 20.0% 
合計 21.3% 

回収数 

運輸業・WEB 6 
荷主・WEB 3 
運輸業・郵送 3 
荷主・郵送 5 
合計 17 

WEB 回収割合 52.9% 

 

（４）川崎市における調査活用方法の検討 

・物流着施設調査のケーススタディ地区として、貨物車の駐停車や荷さばきの実態、人の流

動との錯綜状況を把握する実態調査を実施し（2024 年度）、今後の川崎駅東口地区の荷捌き

ルール更新に必要なデータ整備を行っていくことが必要である。 

図 物資流動調査の活用方法（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）事前調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 

・本年度に実施した事前調査は WEB 先行調査で実施したが、WEB 先行期間は調査票配布後

に比べて回収率が低く、物資流動調査においては WEB 先行調査のメリットが低い。 

・また、WEB 先行調査では調査期間が長くなるため、来年度に実施する複数ロット（第１・

第２・予備ロット）での調査では調査期間が長くなり、10 月～12 月前半の調査期間中に実施

することが困難であることから、WEB 先行ではなく、WEB 併用で調査を実施することを検

討する。 

図 Ｒ４事前調査の週別回収状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 17
12 12

7
11

2 1 0

31 23

22

5 5
1 0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

10

20

30

40

50

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

調査期間（週）

回
収
割
合
（
累
積
）

回
収
数
（
票
数
）

WEB回収数 郵送回収数 回収割合

WEB先行期間
（ハガキのみ配布）

WEB併用期間
（調査票配布後）



図 Ｒ５本調査の調査スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）行政ニーズ調査を踏まえた物資流動調査の実施に向けた課題 

【事業所機能調査】 

・本年度に実施した行政ニーズ調査から把握された、自治体の政策検討に有効と思われる

指標・データ（貨物車発集原単位、立地ニーズ等）は、事前調査の調査項目で十分に把握・

分析が可能であることを確認した。 

・ただし、調査項目のうち、平均在庫量・在庫期間については、行政ニーズ調査からは明確

な活用方法が確認できなかったため、その必要性については検討が必要である。 

表 調査項目の必要性の確認（事業所機能調査） 

調査項目 行政ニーズを踏まえた調査の必要性  

施
設
の
特
性 

事業所の 

概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地

の状況、土地の所有形態、トラッ

ク駐車可能台数、事業所開設年、

施設種類、事業所の機能、敷地面

積、延床面積 

物流施設の立地状況及び立地需要を把

握するために活用 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

施設の 

物流特性 

（搬出・ 

搬入） 

物資の搬出・搬入の有無、代表的

な品目、顧客の特性、搬出先・搬

入元の箇所数、物資の搬出・搬入

圏域 

物流施設で主に取り扱われる物資や主

な搬出先・搬入元の特徴を把握するため

に活用 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

施設の 

物流特性 

（搬出 

のみ） 

個人向け貨物の有無 

宅配ニーズの拡大・多様化による物流施

設の立地状況を把握するために活用 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

平均の在庫量、平均的な在庫期

間 

行政ニーズ調査からは明確な活用方法

は確認されていない 

調査方法 調査ロット
2023年（R5年）

10月 11月 12月
WEB先行 第１ロット

第２ロット

予備ロット

WEB併用 第１ロット

第２ロット

予備ロット

WEB先行期間 WEB併用期間

WEB先行期間 WEB併用期間

WEB併用期間

WEB併用期間

WEB併用期間

WEB先行期間追加調査検討

追加調査検討

予備ロットの調査が年内に実施できない⇒



施設の 

構造 

物流施設の建設年、物流施設の

構造、施設の階層数 

物流施設の老朽化及び更新状況を把握す

るために活用 

行政ニーズ： 

②老朽化した物流施設の建替・機能更新 

物
流
発
集
量 

施設の 

搬出・ 

搬入 

物流量 

施設の総物流量・総貨物車台数、

利用輸送手段別の物流量・貨物

車台数、車両サイズ別の貨物車

台数 

物流施設の貨物原単位（面積あたりの貨

物の発生集中量）を算出するために活用 

行政ニーズ： 

③物流施設立地と周辺都市環境とのバラ

ンスの確保 

物流や 

貨物車の 

特性 

貨物車の平均積載率（重量制約

と容量制約別、自営別、車両サイ

ズ別） 

道路設計に係る交通量推計の基礎データ

として活用 

行政ニーズ： 

④物資輸送の効率化・適正化やボトルネ

ック解消を実現するネッワークの構築 

搬出・搬入の時間帯構成比、着時

刻指定の有無・割合 

物流施設周辺の貨物車の時間集中状況を

把握するために活用 

行政ニーズ： 

③物流施設立地と周辺都市環境とのバラ

ンスの確保 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・ 

搬入元等 

搬出先・搬入元の住所・箇所数・

業種・施設種類、搬出・搬入物資

の重量、品目、輸送手段、中継地

点名、搬出・搬入の貨物車台数、

国際海上コンテナ利用有無、高

速道路利用有無 

施設から搬出入される物資や貨物車の輸

送特性、搬出先・搬入元別の数量、搬出

先・搬入元の特徴を把握するために活用 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

行政ニーズ： 

④物資輸送の効率化・適正化やボトルネ

ック解消を実現するネッワークの構築 

行政ニーズ： 

⑤住宅地における貨物車の通過交通への

対応 

 

【企業アンケート調査】 

・本年度に実施した行政ニーズ調査から把握された、自治体の政策検討に有効と思われる指

標・データ（物流施設の新設・移転意向、建替意向、貨物輸送の取組等）については、事前調

査で試行した調査項目で十分に把握・分析が可能であることを確認した。 

 

 



表 調査項目の必要性の確認（企業アンケート調査） 

調査項目 行政ニーズを踏まえた調査の必要性  

企業の概要 

企業名、所在地、業種、従業

者数、貨物を取り扱う事業所

の有無 

企業の基礎情報を把握 

物流に関して 

今後重要と 

考える事項 

今後、重要と考える事項 

企業が物流活動を行う上で重要視している

ことを把握 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

行政ニーズ： 

④物資輸送の効率化・適正化やボトルネッ

ク解消を実現するネッワークの構築 

物流施設 

に関する 

今後の方向性 

物流施設の立地場所 

物流施設の新設、移転もしく

は廃止等の今後の方向性 

移転を伴わない建替・更新に

関する今後の方向性 

企業における物流施設の立地や機能更新の

今後の変化の可能性を把握 

行政ニーズ： 

①物流施設立地需要への対応 

行政ニーズ： 

②老朽化した物流施設の建替・機能更新 

貨物輸配送に 

関する取組 

貨物輸配送に関する取組の

実施状況および取組意向 

企業における物資輸送の今後の変化の可能

性を把握 

行政ニーズ： 

④物資輸送の効率化・適正化やボトルネッ

ク解消を実現するネッワークの構築 

 

（７）令和５年度実施調査の実施計画（案） 

【事業所機能調査】 

＜調査のねらい＞ 

・本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報（施設の特性、

発生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することを目的とする。 

 

＜調査対象＞ 

・調査対象地域は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の４都県の全域、および、茨城県の一

部地域とする。 

調査対象業種は以下に示すとおりとする。 

 

＜調査方法＞ 

・調査方法は、郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する



事業者が WEB 回答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 

 

表 調査対象業種 

区分 調査対象業種 

運輸業 
道路貨物運送業（※1）、倉庫業（※1）、水運業、航空運輸業、倉庫業、運輸に附帯

するサービス業、郵便業 

荷主 

製造業（化学系製造業、鉄鋼系製造業、金属製品製造業、機械系製造業、軽雑系製

造業）、卸売業（原材料系卸売業、製品系卸売業）（※2）、小売業（※3）、飲食店（※

4）、サービス業（※4） 

 

図 調査方法 

 
 

【企業アンケート調査】 

＜調査のねらい＞ 

・EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、人口減少など

の情勢変化に対して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可

能性があるかを把握することを目的とする。 

 

＜調査対象＞ 

・情勢変化を踏まえて今後企業が物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能

性があるかを把握することが、企業アンケート調査の目的であるため、本社機能を有する事業

① 調査への協力依頼

調査物件等の準備
※印刷・封入（全調査対象事業所分）
※依頼文、調査票、回答方法の説明

調査依頼状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

② 調査協力への御礼・督促

お礼状兼督促状の準備
※はがき印刷（全調査対象事業所分）
※御礼および督促

お礼状兼督促状の発送
※発送（全調査対象事業所分）

紙の調査票への回答の記入・
送信

１ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

③

電
話
応
対

④W
E
B

で
の
問
い
合
わ
せ
対
応

電話・WEBによる
問い合わせ

紙の調査票への回答の記入・
送信

２ 紙の調査・WEB調査への回答

WEB調査票への回答の記入・
送信

【調査主体・受託者・調査実施本部】 【被調査者（調査対象事業所）】

⑤ データ化

紙の調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング
・パンチング

WEB調査票への回答のデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング



所のみに実施する。 

※「本社機能」は、経済センサスの名簿の「本所・支所の別」を活用して「単独事業所」およ

び 「本社」の事業所を調査対象として設定する。 

 

＜調査方法＞ 

・本社機能を有する事業所に調査票を郵送して調査を実施する。  

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB

回答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 

 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（横浜市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （横浜市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

  1. 調査全体計画  
2. 事前調査の企画・準備  

2.1 事前調査の実施計画の作成  

2.2 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷  

3. 事前調査の実施.  
3.1 調査票の発送と回収  

3.1.1 実施手順と進捗報告事項  

3.1.2 調査の実施スケジュール  

3.1.3 実施本部の設置  

3.1.4 調査の実施  

3.2 事前調査結果のとりまとめ  

3.2.1 回収状況  

3.2.2 回答状況  

3.2.3 調査対象からの問い合せ状況  

3.2.4 電話督促・疑義照会の結果  

4. 調査実施方針の検討  
4.1 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査  

4.2 施策課題に対応した分析手法等の検討  

4.3 調査実施方法の作成  



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

事 務 局 

【事務局 長】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

本調査の目的は、第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施して結果を分析し、令和５

年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討することを目的とする。 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 

 



 
（様式－３ｂ 調査成果） 

 

４ 調査成果 
 
 

１ 政策課題に対応した物資流動調査の分析 
施策課題に対応した物資流動調査を用いた分析の案を作成し、分析アウトプットに対する物流関連部局の

ニーズやデータ利用意向を把握し、調査対象や抽出方法を検討し、それらを踏まえ、施策課題に対応した物資

流動調査を用いた分析の案を作成した。 
（１）物流拠点・生産拠点の立地誘導を目的とした土地利用・施設整備の施策への活用 
（３）物流拠点・生産拠点の開発による交通影響の把握 

（３）物流拠点・生産拠点の開発による交通影響の把握 

（４）港湾・空港物流を支えるインフラ（周辺の物流拠点、道路等）の整備に関する検討への活用 
（５）再開発が行われるエリアにおける荷さばき・駐停車対策の検討への活用 
 

２ 関係部署もヒアリング 
分析アウトプットに対するニーズやデータ利用意向をヒアリング調査した。 

 
  



（１） 物資流動調査の活⽤可能性：横浜港周辺の混雑等の問題把握やポートセールス 

■データ活用が想定される政策

項目 内容

名称 横浜港周辺の混雑等の問題把握やポートセールス

部署 横浜市港湾局 港湾物流部 物流運営課
物流企画課

場所 横浜港

目的・
概要・
背景

•横浜港の港湾施設周辺における特に朝夕時間帯の混雑や待
機等の実態把握

•横浜港のポートセールスのターゲット企業の絞り込み

■データ活用イメージ
項目 内容

分析・活用
イメージ

○横浜港の港湾施設周辺における特に朝夕時間帯の混雑や待機等の
実態把握

○横浜港のポートセールスのターゲット企業の絞り込み

使用
データ

本体調査（事業所機能調査）
※工場・物流施設の立地場所、立地件数、業種、延床面積、発生集中物流量（重量、

台数）、発生集中の時間帯、搬出入物資の品目、輸送OD等 等

要望 ・横浜港の臨港地区を区別した細かな地域区分（例えばふ頭ごと）でデータ
集計ができることを要望

▼分析・活用イメージ

出典：第５回東京都市圏物資流動調査 本体調査（事業所機能調査）のデータより整理

＜物流施設・工場の事業所当たり平均物流発生量、貨物車発生台数＞

●横浜港のポートセールスのターゲット企業の絞り込み

• 横浜港の港湾施設の周辺では、特に朝（始業前）夕（終業前）に混雑や待機が発
生しており、問題意識を持っているため、実態の把握ができるデータがあると望ま
しい。

• 横浜港周辺の混雑状況の把握のためには、港湾施設周辺において混雑を生み
出していると考えられる大型物流物流施設の立地状況を確認した上で、当該物
流施設が立地している地域の発生量・集中量（重量、台数）に関するデータの分
析が想定される。なお、発生量・集中量は時間帯別に分析することで、混雑時間
帯等も把握可能

工場

物流施設

7台 8台

17台
21台

物流施設から
どれくらいトラックが出入りしているか？ 7.8

11.9

17.7

22.8

48.1

3.6

5.3

9.2

9.6

29.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

1000㎡未満

1000～3000㎡未満

3000～5000㎡未満

5000～10000㎡未満

10000㎡以上

物流施設 工場

単位：台/事業所・日

●横浜港の港湾施設周辺における特に朝夕時間帯の混雑や待機等の実態把握

• 事業所機能調査の工場・物流施設の立地場所・業種や物資輸送のОＤ・品目のデータを用
いて、横浜港以外の港湾を利用している貨物を取り扱っていると考えられる工場・物流施設
の立地場所がどこか等を分析

• 横浜港を現在利用はしていないものの利用可能性や利用のメリットのある企業がどこにどれ
くらいいるのか、どのような業種の企業なのかなど、ポートセールスのターゲット企業の条件
を絞り込むための分析を実施

▼物資流動調査に対する課題認識

• 横浜市内には流通業務団地を整備できるような適地が少ない。あっても農地であり、行政が
主動となって、農地の利用転換を推し進めることは非常に難しい（農水調整など）。農地の利
用転換を推進するには横浜環状北線の川向インター周辺のように地権者が一致して進める
しかないと思われる。現在、計画中の上瀬谷通信隊跡地についても、物流については、民間
が主体となり進められている。これらの事業では物流のデータは使われていない。

• 港湾局が保有している調査データ（港湾調査、全国輸出入コンテナ貨物流動調査など）は全
数調査であるため、港湾取扱貨物の陸上輸送の流動を捉えるという意味では、物資流動調
査よりもデータ精度が高いと考えられる。

• 港湾局からも意見があったが、民地における物流施設の開発を、行政としてコントロールす
ることは基本的に難しい。



（２） 中⼼市街地の荷さばき・駐停⾞対策の検討への活⽤可能性の検討 

 



 
２ 東京都市圏全体での調査活用方法の検討 

東京都市圏全体では、行政ニーズ調査の結果を踏まえ、第６回東京都市圏物資流動調査のデータ活用の可能性のある政策を以下のとおり挙げた上で、各政策の検

討に有効と思われる指標・データ、それらの指標・データを把握するための調査の内容を下図のとおり整理した。 
 

 

⑥・⑦中心市街地・住宅地の特定の地区におけ
る荷さばき・駐停車、横持ち搬送、人の交
通との錯綜状況

⑥商業施設の貨物車発集量・原単位
⑦個人の宅配受取・再配達発生状況

政策課題

①産業団地開発・企業誘致

②物流拠点の共同建替・機能更新の支援施
策

➂物流拠点の周辺道路における渋滞対策・
交通対策の検討

➂大規模な物流拠点の開発等の検討

①物流施設立地需要への対応

②老朽化した物流施設の建替・機能更
新

➂物流施設立地と周辺都市環境との
バランスの確保

➃物資輸送の効率化・適正化やボトル
ネック解消を実現するネッワークの
構築

⑤住宅地における貨物車の通過交通
への対応

⑥中心市街地における新たなまちづく
りに対応した地区物流への対応

⑦宅配ニーズの拡大・多様化による住
宅への配送課題への対応

⑧人口減少地域における輸配送サー
ビスの低下への対応

＜物流拠点（主な施設：物流施設、工場等）＞

＜物流ネットワーク（主な施設：幹線道路等）＞

＜中心市街地・住宅＞

広
域
物
流

地
区
物
流

政策検討に有効と思われる指標・データデータ活用の可能性のある主な政策等

➃・⑤幹線道路等の貨物車交通のニーズ把
握、道路整備のストック効果の検討

➃港湾整備、モーダルシフト、ポートセールス
➃航空貨物に関する特徴把握
➃物流DXの検討

⑥まちづくりの再構築が行われるエリア、ター
ミナル駅周辺地区における荷さばき・駐停
車対策

⑥荷さばき駐車場の附置義務制度の検討
⑦宅配ボックス設置に関する施策の検討

①地域ごとの物流拠点の立地ニーズ（立地ポテ
ンシャル等）

①物流拠点の新設・移転意向、希望の立地場所
②物流拠点の保有物流機能
②物流拠点の老朽化の度合い
②物流拠点の建替・機能更新の意向
①・➂物流拠点の貨物車発集量・原単位

➃品目ごとの物資輸送OD
➃ODごとの利用中継施設（港湾・空港）、利用輸

送機関
➃モーダルシフト、共同輸配送、輸送時間の平

準化など輸配送の取組意向
➃貨物車の輸送経路
➃品目・ODごとの貨物車の積載率
➃・⑤貨物車の住宅地の流入状況

※行政ニーズ調査で調査した政策等から整理



 
４ 令和５年度実施調査の実施計画（案） 

  プレ調査の回答状況を考慮し、実施計画を作成した。 
（１） 事業所機能調査 

１）調査のねらい 
本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報（施設の特性、発生集中

量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握することを目的とする。 
２）調査対象 

区分 調査対象業種 

運輸業 
道路貨物運送業（※1）、倉庫業（※1）、⽔運業、航空運輸業、倉庫業、運
輸に附帯するサービス業、郵便業 

荷主 
製造業（化学系製造業、鉄鋼系製造業、⾦属製品製造業、機械系製造業、
軽雑系製造業）、卸売業（原材料系卸売業、製品系卸売業）（※2）、⼩売業
（※3）、飲⾷店（※4）、サービス業（※4） 

 
３）調査対象事業所の選定方（小売業・飲食店・サービス業を除く） 

調査対象事業所については、「事業所母集団データベース」に含まれる調査対象地域・調査対象業種の事

業所を母集団として、標本抽出により調査を行う。 
４）a 小売業・飲食店・サービス業の調査対象の選定方法 

小売業については、事業所母集団データベースより、物流を担っている自家用倉庫が判別可能なため、

自家用倉庫については抽出率を高めに設定することを検討する。 
 
４）b 特定エリアの抽出率向上 

行政ニーズ調査から、流通業務団地、工業団地、港湾周辺、空港周辺、高速道路 IC 周辺に立地する事業

所、大規模施設に入居する事業所については、その特性を把握したいというニーズがあると考えられるた

め、これらの地域では抽出率を高めに設定する（小売、飲食、サービス業は除く）ことを検討する。 
 

特定エリアの抽出率を向上させるイメージ 

 
 

５）回収率の想定 
R4 年度の事前調査では回収率が東京都市圏平均で 20%強の水準であったが、R5 年度の本調査では、広

報や業界団体への周知依頼等の回収率向上施策に取り組み、それよりも高い回収率を達成することを目指

し、それを前提に調査設計を行う。 
 
６）調査方法 

郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回答・郵

送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 併用方式》 
 

７）調査項目 
事前調査での調査項目をベースとして、物流施設の特性、物流発集量、物流 OD を把握するための調査

項目で調査を実施する。 
 
 

・母数100事業所
・精度確保するために必要な配布数10票

・母数100事業所
・配布数10票+上乗せ4票＝14票



 

調査項⽬ 調査項⽬の主な狙い 

物
流
施
設
の
特
性 

事業所 
の概要 

所在地（住所）、従業員数、敷地の状況、敷地⾯
積、⼟地の所有形態延床⾯積、トラック駐⾞可能
台数、事業所開設年、施設種類（事務所、⼯場、
倉庫、集配送センター、トラックターミナル等）、
事業所の機能(製造、集配送、保管、流通加⼯等) 、
⽴地の理由 

施設の⽴地場所や⽴地条
件を把握 
施設の従業者、⾯積等の規
模を把握 
施設の物流機能の内容を
把握 

施設の 
物流特性 
（搬出・搬
⼊） 

物資の搬出・搬⼊の有無、代表的な品⽬、顧客の
特性（不特定多数の荷主⽤、特定荷主⽤）、搬出
先・搬⼊元の箇所数、物資の搬出・搬⼊圏域 

施設で主に取り扱われる
物資や主な搬出先・搬⼊元
の特徴を把握 

施設の 
物流特性 
（ 搬 出 の
み） 

個⼈向け貨物の有無 
宅配を取り扱っている施
設かを把握 

施設の 
構造 

物流施設の建設年、物流施設の構造（鉄筋コンク
リート(RC)造、鉄⾻(S)構造等）、施設の階層数 

施設の⽼朽化の度合いを
把握 

物
流
発
集
量 

施設の 
搬出・ 
搬⼊ 
物流量 

施設の総物流量・総貨物⾞台数、利⽤輸送⼿段別
の物流量・貨物⾞台数、⾞両サイズ別（〜350kg、
350kg〜2t、2〜4t、4〜10t、10t〜、国際海上コン
テナ）の貨物⾞台数 

施設から搬出⼊される物
資や貨物⾞の数量や特徴
を把握 

物流や 
貨物⾞の 
特性 

貨物⾞の平均積載率（重量制約と容量制約別、⾃
営別、⾞両サイズ別）、搬出・搬⼊の時間帯構成
⽐、着時刻指定の有無・割合 

施設から搬出⼊される物
資や貨物⾞の輸送特性を
把握 

物
流
Ｏ
Ｄ 

搬出先・搬
⼊元等 

搬出先・搬⼊元の住所（市区町村別）・箇所数・
業種・施設種類、搬出・搬⼊物資の重量、品⽬、
輸送⼿段、中継地点名（鉄道貨物駅、港湾、空港
等）、搬出・搬⼊の貨物⾞台数、国際海上コンテ
ナ利⽤有無、⾼速道路利⽤有無 

施設から搬出⼊される物
資や貨物⾞の輸送特性、搬
出先・搬⼊元別の数量、搬
出先・搬⼊元の特徴を把握 

 
（２） 企業アンケート調査 

１）調査のねらい 
EC の普及、労働力不足・働き方改革、防災対応、環境問題対応、物流 DX、人口減少などの情勢変化に対

して、今後、企業が、物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性があるかを把握すること

を目的とする。 
 
２）調査対象 

情勢変化を踏まえて今後企業が物流施設の立地、物資輸送等をどのように変化させる可能性があるかを把

握することが、企業アンケート調査の目的であるため、本社機能を有する事業所のみに実施する。 
※「本社機能」は、経済センサスの名簿の「本所・支所の別」を活用して「単独事業所」および 「本社」

の事業所を調査対象として設定する。 
 
 



３）調査方法 
本社機能を有する事業所に調査票を郵送して調査を実施する。  
郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、回答する事業者が WEB 回答・郵送

回収を選択して回答する調査を実施する。 
 

５）調査項目 
 事前調査での調査項目をベースとして、企業の概要、物流に関して今後重要と考える事項、物流施設に関

する今後の方向性、貨物輸配送に関する取組を把握するための調査項目で調査を実施する。 
 

調査項⽬ 調査項⽬の主な狙い 

企業の概要 企業名、所在地、業種、従業者数、貨物を取り扱う事業所の有
無 

企業の基礎情報を把握 

物流に関して今
後重要と考える
事項 

今後、重要と考える事項（コスト削減、通販や宅配の需要増
加、防災・減災、物流 DX 環境負荷軽減、労働⼒不⾜や働き
⽅改⾰、新型コロナウイルス感染拡⼤、⼈⼝減少・⾼齢化） 

企業が物流活動を⾏う
上で重要視しているこ
とを把握 

物流施設に関す
る今後の⽅向性 

物流施設の⽴地場所 
物流施設の新設、移転もしくは廃⽌等の今後の⽅向性 
物流施設の新設、移転、廃⽌の意向や予定の有無 
新たな場所への物流施設の配置意向 
関東地⽅全体での物流施設数の意向 
物流施設の新設・移転先の場所の選定にあたって重視する条
件（物資輸送、周辺環境、⾏政⽀援・規制、その他【被災可能
性、再エネの利⽤しやすさ等】） 
移転を伴わない建替・更新に関する今後の⽅向性 
物流施設の建替･更新の意向や予定の有無 
建替･更新の意向や予定がある物流施設の⽴地場所 
物流施設の建替･更新の具体的な内容 
物流施設の建替･更新において重視する項⽬（スペースの拡
⼤、⼟地の⾼度利⽤、建物の耐震化・免震化、その他【機械
化・⾃動化、就業者⽀援施設、省エネ・再エネ設備等】） 
物流施設の建替･更新において問題になる項⽬ 

企業における物流施設
の⽴地や機能更新の今
後の変化の可能性を把
握 

貨物輸配送に関
する取組 

貨物輸配送に関する取組の実施状況および取組意向 
貨物輸配送に関する取組の有無（⾞両の⼤型化、積載効率の
向上、共同輸配送、モーダルシフト、貨客混載、中継輸送、⾃
動運転⾞の利⽤、環境対応⾞の利⽤等） 
貨物輸配送に関する取組を実施する上で問題となる項⽬ 
貨物輸配送における防災に関する取組の意向 

企業における物資輸送
の今後の変化の可能性
を把握 

 
 



（様式－１ 表紙） 

 

 

  １ 調査名称：（相模原市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：東京都市圏交通計画協議会 

協議会構成団体名：国土交通省関東地方整備局、茨城県、埼玉県、千葉県、 

東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、 

相模原市、(独)都市再生機構、東日本高速道路㈱、 

中日本高速道路㈱、首都高速道路㈱ 

 

 

 ３ 調査圏域：東京都市圏 

東京都（島嶼部を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県、 

茨城県中部・南部地域 

 

 

 ４ 調査期間：令和３年度～令和７年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

東京都市圏交通計画協議会では、国土交通省関東地方整備局及び１都４県（茨

城県、埼玉県、千葉県、神奈川県）、５政令市（横浜市、川崎市、千葉市、さい

たま市、相模原市）、４団体（首都高速道路（株）、東日本高速道路（株）、中

日本高速道路（株）、（独）都市再生機構）が共同して、昭和 43 年度から 10 年

ごとのパーソントリップ調査を、またその中間年に物資流動調査を実施し、東京

都市圏（１都４県５政令市）における交通計画の検討を行ってきた。 

令和４年度は、最新の調査となる第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実

施して結果を分析し、令和５年度に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討

する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称 

   （相模原市）東京都市圏総合都市交通体系調査 

 

 

 ２ 報告書目次 

    

   １ 調査全体計画 

    １．１ 業務概要 

    １．２ 実施方針 

    １．３ 全体スケジュール 

 

   ２ 事前調査の企画・準備 

    ２．１ 事前調査の実施計画の作成 

    ２．２ 調査対象事業所名簿の作成及び配布物の印刷 

 

   ３ 事前調査の実施 

    ３．１ 調査票の発送と回収 

    ３．２ 事前調査結果のとりまとめ 

 

   ４ 調査実施方針の検討 

    ４．１ 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

    ４．２ 施策課題に対応した分析手法等の検討 

    ４．３ 調査実施方法の作成 

 

   ５ 事務局会議への出席 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幹 事 会 

【幹 事 長】国土交通省関東地方整備局企画部長 

【副幹事長】東京都都市整備局都市基盤部長 

      他１名 

【幹  事】構成団体部課長級計１７名 

協 議 会 

【会 長】国土交通省関東地方整備局長 

【副会長】東京都都市整備局長 

     他１名 

【会 員】構成団体部局長級計１７名 

事 務 局 

【事務局 長 】国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長 

【副事務局長】東京都都市整備局都市基盤部物流調査担当課長 

       他１名 

【事務局 員 】構成団体関係者 



４ 委員会名簿等： 

東京都市圏総合都市交通体系あり方検討会      （令和４年４月現在） 

 所属 役職 氏名 

委員 

(座長) 
早稲田大学 創造理工学部 社会環境工学科 教授 森本 章倫 

委員 日本大学 理工学部 交通システム工学科 教授 小早川 悟 

〃 東京大学大学院 工学系研究科 教授 福田 大輔 

〃 東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科 教授 二村 真理子 

〃 流通経済大学 流通情報学部 教授 味水 佑毅 

〃 国土交通省 総合政策局 物流政策課 課長 平澤 崇裕 

〃 
国土交通省 都市局 都市計画課 

都市計画調査室 
室長 田雜 隆昌 

〃 
国土交通省 道路局 企画課 

道路経済調査室 
室長 四童子 隆 

〃 国土交通省 自動車局 貨物課 課長 日野 祥英 

〃 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

都市研究部 都市施設研究室 
室長 新階 寛恭 

〃 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 部長 廣田 健久 

〃 国土交通省 関東運輸局 自動車交通部 部長 髙橋 信博 

〃 警察庁 交通局 交通規制課 理事官 岩浅 太一 

〃 
警察庁 関東管区警察局 広域調整部 

広域調整第二課 
課長 石井 堅次 

 

  



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 

   第６回物資流動調査に向けて、事前調査を実施して結果を分析し、令和５年度 

に実施する物資流動調査の調査実施方針を検討することを目的とした。 

 

 

 ２ 調査フロー 

 

  令和３年度 

  

 

 

  令和４年度 

 

  令和５年度 

 

  令和６年度 

 

 

  令和７年度  

 

  

・調査成果の検討 

・本体調査の企画 

・事前調査の実施方針 

・事前調査の実施 

・とりまとめ 

・データ作成と基礎分析 

・補完調査の実施 

・本体調査の実施 



 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

 （１）調査全体計画 

以下の流れで業務を実施した。 

 

 

 

 

 

 



 （２）事前調査の企画・準備 

 ・調査内容：事業所機能調査及び企業アンケート調査を実施 

 ・調査方法：郵送による配布、ＷＥＢ及び郵送による回収 

 ・調査サンプル数：80 事業所に調査票を配布 

          ※荷主、運輸業の事業所に 40 事業所ずつ調査票を配布 

 

表-１ 調査対象業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-２ 調査パターンの整理 

 

 



 （３）事前調査の実施 

 ア 調査票の発送と回収 

 ・調査対象事業者に調査票等を発送した。なお、挨拶状は WEB 回答を促すものと 

 し、WEB 回答が得られない場合に、別途、調査票の送付を実施した。 

 ・調査実施期間中は、調査対象からの電話問い合わせに対応するとともに適切な段 

 階で督促状を発送した。また、調査票の配布・回収日、電話問い合わせの内容など、 

 調査実施状況について記録した。 

 ・回収された調査結果について、調査票の内容の記入漏れ等を検証（エディティン 

 グ）し、住所等の文字で記入されているものをゾーン化するための数値変換（コー 

 ディング）を行い、データ整備を行った。記入内容に疑義が生じた場合には、調査 

 対象事業所等へ電話による照会を行った。 

 

図-１ 調査の実施手順 

 

 



 イ 調査の実施スケジュール 

 ・R5 年度に実施予定の事業所機能調査・企業アンケート調査について、R4 年 10 月 

 末～12 月にかけて事前調査を実施した。回答期限後に電話督促や疑義照会も試行 

 的に実施した。 

 ・調査対象事業所になるべく WEB による回答を促すため、まず、WEB による回答を 

 依頼（10 月末～11 月下旬）し、一定期間後に WEB による回答がなかった事業所に 

 対して、紙の調査票による回答と郵送を依頼（11 月下旬～12 月上旬）する「WEB 先 

 行型」によって調査を実施した。 

 

表-３ 調査実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ウ 調査結果のとりまとめ 

 ・事前調査では、運輸業と荷主あわせて 80 事業所を対象に調査を実施した。その 

 結果、回収率は 15.0%（12 件）、WEB 回収割合は 50.0%（=6 件／12 件）、発送戻り 

 は 11.3%（9 件）、調査拒否が 3.8%（3 件）であった。 

 

表-４ 回収率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-２ 日別の回収状況 

 

表-５ 発送戻り件数・調査拒否件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

03_川崎市
回収率 運輸業 22.5%

荷主 20.0%
合計 21.3%

回収数 運輸業・WEB 6
荷主・WEB 3
運輸業・郵送 3
荷主・郵送 5
合計 17

04_相模原市
回収率 運輸業 12.5%

荷主 17.5%
合計 15.0%

回収数 運輸業・WEB 1
荷主・WEB 5
運輸業・郵送 4
荷主・郵送 2
合計 12
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 （４）調査実施方針の検討 

 ア 施策課題に対応した分析に関するニーズ調査 

 相模原市の物流関連部局等のニーズやデータ利用意向をヒアリング調査した。 

 

表-６ ニーズ調査の実施概要 

 

 

 イ 施策課題に対応した分析手法等の検討 

 東京都市圏全体では、行政ニーズ調査の結果を踏まえ、第６回東京都市圏物資流動

調査のデータ活用の可能性のある政策を以下のとおり挙げた上で、それらの指標・ 

データを把握するための調査の内容を下図のとおり整理した。 

 

図-３ 各政策の検討に有効と思われる指標・データ、 

第６回東京都市圏物資流動調査の調査内容 

 

 

 



 ウ 相模原市における調査活用方法の検討 

 南区の相模大野駅周辺を物流着施設調査のケーススタディ地区として、貨物車の

駐停車や荷さばきの実態、人の流動との錯綜状況を把握する実態調査を実施し（2024

年度）、今後の駅周辺地区のまちづくりの再構築に係る必要なデータ整備を行ってい

くことが必要である。 

 

図-４ 物資流動調査の活用可能性：中心市街地における新たなまちづくりに対応

した地区物流への対応 

 

 エ 調査実施方針の作成 

 （ア）物資流動調査の実施に向けた課題 

 ・事前調査は WEB 先行調査で実施したが、 

 WEB 先行期間は調査票配布後に比べて回 

 収率が低く、物資流動調査においては WEB 

 先行調査のメリットが低い。 

 ・WEB 先行調査では調査期間が長くなるた 

 め、来年度に実施する複数ロットでの調査 

 では調査期間が長くなり、10 月～12 月前 

 半の調査期間中に実施することが困難で 

 あることから、WEB 先行ではなく、WEB 併 

 用で調査を実施することを検討する。 

 

図-５ 事前調査の週別回収状況 



 （イ）令和５年度実施調査の実施計画 

 【事業所機能調査】 

 ・本体調査（事業所機能調査）は、企業の物流活動の実態にかかる基礎的な情報 

 （施設の特性、発生集中量、搬出先・搬入元（OD））を事業所単位で把握すること 

 を目的とする。 

 ・調査対象地域は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の４都県の全域、および、 

 茨城県の一部地域とする。調査対象業種は以下に示すとおりとする。 

 

表-７ 調査対象業種 

 

 ・調査方法は、郵送により調査票及び WEB 回答情報（ID・パスワード）を配布し、 

 回答する事業者が WEB 回答・郵送回収を選択して回答する調査を実施する。《WEB 

 併用方式》 

 

図-６ 調査方法 
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